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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ループ布帛と係合するファスナ（１４）であって、
　前面（２０）を有するベース（４）と、
　前記ベースの前記前面に付着された複数の係合突起（１３）を備え、前記係合突起の少
なくとも幾つかが、
　　上面端部と、
　　前記上面端部で前記係合突起を取り囲む上面端縁部と、
　　前記係合突起が前記ベースの前記前面に付着されている付着端部と、
　　前記上面端縁部から前記付着端部まで延在するマントル面（２８）と
を有し、前記マントル面の側面図の少なくとも１つの輪郭線が、前記上面端縁部から前記
付着端部まで厳密に凸状で且つ厳密に先細りになっている、ファスナ（１４）。
【請求項２】
　前記少なくとも幾つかの係合突起上面端部が、粗面化されている、請求項１に記載のル
ープ布帛と係合するファスナ（１４）。
【請求項３】
　前記少なくとも幾つかの係合突起が第１の材料で形成され、前記ベースの前面が前記第
１の材料とはある特性が異なる第２の材料で形成されている、請求項１または２に記載の
ループ布帛と係合するファスナ（１４）。
【請求項４】
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　・複数の好適なポリマー粒子を提供する工程、
　・前面を有するベースを提供する工程、
　・好適な表面エネルギーの接触離型面を提供する工程、
　・前記接触離型面上に前記複数のポリマー粒子を分散させる工程、
　・前記接触離型面上に分散されたポリマー粒子の少なくとも幾つかを好適な粘度の少な
くとも半液状に変換させるために、前記粒子の少なくとも幾つかを、前記ポリマー粒子の
表面エネルギーと前記接触離型面の表面エネルギーに影響される接触縁部を有する予備形
成突起に変化するのに充分な時間、前記接触離型面と接触させる工程、
　・それによって前記接触離型面に着座し且つ前記接触離型面から対応する末端部まで突
出する別々の予備形成突起を形成する工程、
　・前記ベースの前面を前記予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部と接触させ、固定
する工程、
　・前記ベースを取り外し、それによって、前記ベースに固定されている前記予備形成突
起を前記接触離型面から分離させる工程、および
　・それによって、前記ベースの前面から突出する係合突起を形成する工程、
を含む、ファスナの形成方法。
【請求項５】
　身体側ライナーと、少なくとも一部不織布で形成された外面とを備える使い捨ておむつ
（１０）であって、少なくとも１つの側部に請求項１～３のいずれか一項に記載の雄メカ
ニカルファスナが提供されている、おむつ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ファスナ、特に、フック・アンド・ループタイプのファスナとしても知られ
るタッチ・アンド・クローズタイプのファスナの雄部材の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　使い捨ておむつ、トレーニングパンツ、および失禁用衣類を着用者の周囲に固定するた
めに、ある一定のタイプのフック・アンド・ループタイプのメカニカルファスナを使用す
ることが一般的である。１つの手法は、雌部材として低嵩高のループ材料、好ましくは不
織布を有する、成形された薄い雄ファスナである。これらの使用には、一般に、低コスト
、柔軟な触感、適度な強度、およびウエストラインにおける延伸の増大が重要である。「
ループ」の用語は、本文献で使用するとき、雄ファスナ部材と機械的に係合できる、薄い
不織布のものなどの、布帛フィラメントの低い自由セクションも包含し、この用語の語法
は、分離可能なファスナの分野におけるその現在の一般的な使用法と一致している。
【０００３】
　例えば、ループ布帛と係合するために少量のループ布帛を押し退けるだけでよいように
低い押し退け体積を有する成形されたフックを開示している、ベルクロ（登録商標）（Ｖ
ｅｌｃｒｏ）に譲渡された米国特許第５，３１５，７４０号明細書に開示されているよう
にフックを直接成形することができる。この特許は再入可能なフックを開示している、即
ち、その先端部分は、ベースシートの上で湾曲してフックの上端からベースシートの方に
下行し、フックの下側に繊維を保持する凹部を画定する。
【０００４】
　ウェブ上の成形されたステムにキャップを形成することも知られている。このプロセス
によって得られるマッシュルーム形の係合突起が米国特許第５，６７９，３０２号明細書
および米国特許第５，８７９，６０４号明細書に開示されており、そこでは、押し出され
たポリマー層が金型キャビティを有する金型に押し付けられ、キャビティは、ベースと一
体の突出するステムを作り出す。次いで、加熱された加圧ローラーでステムの末端部を変
形させ、ループに係合する突起を形成する。米国特許第６，０５４，０９１号明細書は、
類似の方法を開示しているが、そこでは、加熱された変形面は、変形中、ステムに本質的
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に横方向の変形を与え、それによって、平坦な上部分を有する再入可能なＪ型のフックを
形成する。米国特許第６，６２７，１３３号明細書の解決法は、加熱された加圧ローラー
でキャップが形成されるステム付きのウェブが、米国特許第６，２８７，６６５号明細書
の方法で、即ち、円筒状の印刷スクリーンによって構成されている特殊な金型を用いて製
造されるという点で以前のものとは異なる。この段落に記載されている全ての文献は、予
備形成されたステムを熱ロールで平坦化するという点で類似している。
【０００５】
　米国特許出願公開第２００４／００３１１３０Ａ１号明細書は、複数の精巧な金型キャ
ビティを有する金型ロールを用いて、ポリマーベースと、ベースと一体であり且つベース
から突出するステムとを備える製品を押出成形する方法を開示している。次いで、ステム
の足を低温で固く保ったままステムの遠位端を加熱し、溶融させる。次いで、溶融した端
部を変形面で平坦化させる。同じ手法、即ち、ステムを予備加熱し、引き続き平坦化する
ことが、米国特許第６，５９２，８００号明細書、米国特許第６，２４８，２７６号明細
書および米国特許第６，７０８，３７８号明細書に記載されており、後者は、粗い接触面
でキャップを形成し、粗面化された平坦な係合突起上部を作り出すことを開示している。
【０００６】
　米国特許第６，０３９，９１１号明細書は、長い可変ニップを備えるステム変形装置、
例えば、ベースと一体のステムを徐々に圧縮変形させる１対の協働するコンベヤを開示し
ている。
【０００７】
　米国特許第６，４７０，５４０号明細書は、ステムを変形させるため、高温の押出され
た層を使用し、その結果、半球状のマッシュルームヘッドが得られる。
【０００８】
　米国特許第３，５５０，８３７号明細書には、ベースに接着された特殊な多面体の表面
を有する不規則な形状の顆粒で各係合突起が構成されている雄ファスナ部材が記載されて
いる。このファスナは、使い捨てカートンのフラップを開口部に当てて固定するのに好適
である。係合は、多面体の表面を形成する多数の小さい平面を備える顆粒によって提供さ
れる。
【０００９】
　米国特許第３，９２２，４５５号明細書では、様々な形状の尖端が直線状フィラメント
に接合されており、ベースから突出する直線状フィラメントが、雄ファスナ部材の係合要
素を形成する。
【００１０】
　ＰＣＴ国際公開第０１／３３９８９号パンフレットでは、粒子が散布コータの散布ヘッ
ドでベース上にランダムに散布され、固定される。各係合突起は幾つかの凝集粒子によっ
て構成されるが、個々の粒子が幾つか残存してもよい。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　従って、本発明の目的は、有利な特性を有する低コストの雄メカニカルファスナを提供
することであった。本発明の別の目的は、これまで入手可能であったメカニカル雄ファス
ナシステムの商業的に魅力的な代替物およびその製造方法を提供することであった。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、複数の係合突起のある前面を有するベースを備え、ループ布帛と係合するフ
ァスナを提供し、係合突起の少なくとも幾つかは上面端部（ここで、少なくとも幾つかの
係合突起上面端部は、突起を取り囲む縁部角度を形成する）と、付着端部と、上面端縁部
から付着端部まで延在するマントル面とを有し、マントル面の側面図の少なくとも１つの
輪郭線は、上面縁部から付着端部まで厳密に凸状である。
【００１３】
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　本発明は、更に、複数の係合突起のある前面を有するベースを備え、ループ布帛と係合
するファスナを提供し、係合突起の少なくとも幾つかは上面端部と付着端部とを有し、付
着端部はベースの前面に融着され、上面は突起を少なくとも部分的に取り囲む縁部を形成
する。
【００１４】
　本発明は、更に、複数のランダムに分配された係合突起のある前面を有するベースを備
え、ループ布帛と係合するファスナを提供し、係合突起の少なくとも幾つかは上面端部と
付着端部とを有し、ここで、少なくとも幾つかの係合突起のうち、少なくとも幾つかの隣
接する係合突起は、隣接する側縁部に沿って結合し、結合した係合突起を形成する。
【００１５】
　本発明の雄メカニカルファスナは、好ましくは、薄い又は極めて薄いループ布帛、とり
わけ不織布と係合することができる。その形状のため、ファスナをループ布帛と軽く接触
させてもよい。適度の剪断荷重を加えると、本質的に上面の平面内にあって縁部角度を形
成する突起の縁部は、相当量のループ布帛を押し退けることを必要とせず、容易にループ
布帛に入ることができる。
【００１６】
　本発明は、更に、
　・複数の好適なポリマー粒子を提供すること、
　・前面を有するベースを提供すること、
　・好適な表面エネルギーを有する接触離型面を提供すること、
　・接触離型面上に複数のポリマー粒子を分散させ、それによって、離型面に着座し且つ
離型面から対応する末端部まで突出する別々の予備形成突起を形成すること、
　・接触離型面上に分散された、好適な粘度の少なくとも半液体状態のポリマー粒子を（
一般に分散直後に）提供し、前記粒子の少なくとも幾つかが、ポリマー粒子と接触離型面
の表面エネルギーに影響される接触縁部を有する予備形成突起に変化するのに十分な時間
、接触離型面と接触すること、
　・ベースの前面を予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部と接触させ、固定すること
、
　・ベースを取り外し、それによって、ベースに固定されている予備形成突起を離型面か
ら分離させること、および
　・それによって、ベースの前面から突出する係合突起を形成すること、
を含む、ファスナの形成方法を提供する。
【００１７】
　本発明は、
　・複数の好適な熱可塑性粒子を提供すること、
　・前面を有するベースを提供すること、
　・ベース前面上に複数のポリマー粒子をランダムに分散させ、接着させ、それによって
、ベース前面に付着され且つベースの前面から対応する末端部まで突出する別々の突起を
形成すること、
　・接触面を有する変形手段を提供すること、
　・突起の末端部を変形手段の接触面と接触させ、それらが鋭角の縁部角度を備えるリム
を形成するように末端部を変形させ（ポリマーを変化させて鋭角の接触角度を形成するプ
ロセスは、先鋭化とも称される）、それによって係合突起を形成すること、
を含む、ファスナの形成方法を更に提供する。
【００１８】
　様々な好ましい実施形態では、本発明の雄メカニカルファスナ材料および対応する方法
は、以下の利点を提供し得る。
　・心地よい触感および／又は皮膚への優しさを有する雄メカニカルファスナ、
　・係合突起の材料とは独立にベースの前面又は全体の材料を選択する可能性、この特徴
は、元来、以下を選択的に有するファスナを提供する他の有利な可能性を提供する、
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　・柔軟な（それによって皮膚に優しい）ベースと組み合わせた硬質の（それによって強
度のある）係合突起、
　・（弾性的に）伸長可能なベース、
　・ベースの形成に最適化された効率のよい方法でベースが別々に製造されたため、安価
なベース、
　・高い引張強度を有するベース、
　・可撓性が高く、それによって皮膚に優しいベース、
　・非常に薄く、それによって皮膚に優しく安価なベース、
　・他の材料に結合するのに好適な適合性を有する背面を有するベース、
　・ベースの材料を自由に且つ容易に変えられ、それによって、製造されるファスナの外
観および特徴を変更、即ち、再構成できること。
【００１９】
　概ね、本発明の方法は、有利な特性を有する安価な雄ファスナ製品を形成することがで
きる。特に、雄ファスナは、従来のファスナと比較して新規な構造と外観を有する。対応
する製造方法は、様々な異なるファスナを低コストで提供する。
【００２０】
　本発明の方法は、低嵩高のループ布帛、とりわけ超低嵩高の不織布との係合を提供する
新規なファスナを形成することもでき、係合は、好ましくは全方向で高い剪断強度を有す
る（等方性ファスナ）。
【００２１】
　本発明の雄メカニカルファスナは、使い捨ておむつに使用することもできる。好ましい
実施形態では、ファスナは、汚れたおむつを折り畳んだ状態に確実に保つのに十分強く、
おむつの不織布外側シェルと係合することができる。更に、好ましくは、おむつの不織布
外側シェルとの係合は、使用中、着用者の周囲におむつを固定するのに十分強く、それに
よって、ランディングゾーンに特殊なループ布帛からなる別々の前テープが不要になり、
これによって、かなりコストを節減することができる。
【００２２】
　また、本発明の雄メカニカルファスナを使用して、一方の面に本発明のファスナを有す
るいわゆる背合わせ（ｂａｃｋ－ｔｏ－ｂａｃｋ）の包装テープを形成することもでき、
それによって、安価で可撓性が高いが、強度があり、非常に薄い又は容易に切断される包
装テープなどの、本発明からもたらされるこのような新しい可能性が提供される。好まし
い実施形態では、包装テープにペンで容易に書くことができる。別の好ましい実施形態で
は、包装テープは弾性的に延伸可能としてもよく、有利には梱包又は技術的（例えば、ケ
ーブル外装）用途に使用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　本発明は、ループ布帛と係合するファスナを提供する。ファスナは、複数の係合突起の
ある前面を有するベースを備える。係合突起の少なくとも幾つかは上面端部を有し、そこ
で、少なくとも幾つかの係合突起上面は突起を取り囲む縁部角度を形成する。上面端部の
反対側に付着端部があり、これはベースの前面に付着している。上面端縁部から付着端部
まで延在するマントル面がある。幾つかの実施形態のマントル面は、マントル面の側面図
の少なくとも１つの輪郭線が、上面縁部から付着端部まで厳密に凸状である。
【００２４】
　本発明は、更に、複数の係合突起のある前面を有するベースを備え、ループ布帛と係合
するファスナを提供し、係合突起の少なくとも幾つかは上面端部と付着端部とを有し、付
着端部はベースの前面に融着され、上面は突起を少なくとも部分的に取り囲む縁部を形成
する。
【００２５】
　本発明は、更に、複数のランダムに分配された係合突起のある前面を有するベースを備
え、ループ布帛と係合するファスナを提供し、係合突起の少なくとも幾つかは上面端部と
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付着端部とを有し、ここで、少なくとも幾つかの係合突起のうち、少なくとも幾つかの隣
接する係合突起は、隣接する側縁部に沿って結合し、結合した係合突起を形成する。
【００２６】
　ポリマー粒子をまずベースに固定した後、それらを変形面と接触させることによりキャ
ップを形成する又は平坦化させる第１の好ましい方法で雄ファスナ材料を得ることができ
る。本発明の好ましい第２の方法では、ポリマー粒子をまず離型面に堆積させ、離型面に
対して鋭角の接触角を有する予備形成突起に形成し、予備形成突起をベースに移し、それ
によって鋭角の縁部角度を有する係合突起を形成する。
【００２７】
　従って、雄ファスナ部材を製造する第１の好ましい方法は、概ね、以下の工程を含む。
　・前面を有するベースを提供する工程、
　・熱可塑性材料の粒子を提供する工程、
　・粒子を前面にランダムに送達し、固定し、それによって、前面から対応する末端部ま
で延びる複数の熱可塑性突起又は粒子を形成する工程であって、形成される突起の少なく
とも末端部が、送達されて固定された粒子によって構成される工程、
　・接触変形面を有する変形手段を提供する工程、
　・突起の末端部を接触変形面と好適な時間、接触させ、それによって、末端部を変形さ
せてファスナの係合突起を形成し、接触中、突起の末端部を軟化温度より高温に加熱する
のと同時に、ベース前面と、ベース前面に隣接する突起の部分の両方の好適な安定性を提
供するのに十分低温に前面を概ね保つ。次いで、上末端部を冷却する。突起の末端部は本
質的に平坦な上面を形成することができ、そこで、上面は少なくとも部分的にベース上に
張り出す。加熱された末端部を接触変形面と接触させる間、接触線によって境界が定めら
れる接触領域が作り出される。接触線の少なくとも一部に沿って、加熱された末端部に鋭
角の接触角が提供される。
【００２８】
　接触角は、接触面の表面エネルギー（即ち、表面張力）と、加熱された材料末端部の表
面エネルギーに影響され、それによって、形成された平坦な上面は、少なくとも部分的に
、鋭角の接触角に影響される角度を有する縁部によって境界が定められる。
【００２９】
　本発明の第１又は第２の方法に使用されるベースは、多孔質又は非多孔質ポリマーフィ
ルム、ラミネートフィルム、不織ウェブ、紙ウェブ、又は、金属フィルムおよび箔などの
任意の好適な連続又は不連続のベースウェブとすることができる。印刷、エンボス加工、
火炎処理、ラミネート、粒子コーティング、又は着色などの任意の既知の方法でベースを
変更することができる。フィルムは、リップストップ、引裂伝播線、又は他の特徴として
使用され得る、ベースに成形された突起又は谷部を有するように構造化することもでき、
それらはベースの前面にあっても又は背面にあってもよい。ベースとして使用されるポリ
マーフィルムは、配向していていても又は配向していなくてもよいが、第１の方法では、
本質的に配向していないフィルムが好ましい。「粒子」の用語は、本明細書で使用すると
き、例えば、顆粒、ペレット、粉末、および液滴を含む、固体、液体、又は半液体の粒子
を指す。ベースの前面は、平滑であっても又は粗くてもよい。例えば、前面を、それに予
め散布されて固定される粒子で粗面化することができる。突起の少なくとも末端部を粒子
から形成できるように、粒子をベース４に送達し、固定しなければならない。突起は、前
記粒子を更に変更することなく、完全に粒子からなることができる。粒子を（平滑な又は
粗面化された）前面に送達し、固定するため、例えば、ランダムな散布および接着（例え
ば、引用されているＰＣＴ国際公開第０１１３３９８９号パンフレットのもの）などの幾
つかの方法が教示されており、その開示内容は全て参照により本明細書に援用される。
【００３０】
　本発明の第１の方法に使用される変形手段は周知であり、以下に限定されないが、熱ロ
ール又は熱板、ロールおよび細長い可変ニップと組み合わせられた予備加熱手段が挙げら
れる。変形手段の接触面は、平滑であっても、又は、当該技術分野で既知のように好適に
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構造化若しくは粗面化されていてもよい（例えば、溝付きであってもよい）。粒子の末端
部の加熱は、例えば、予備加熱器又は変形手段の接触面又はその両方によって提供されて
もよい。当業者は、ベースを、および突起の付着端部も、それらの望ましくない変形を防
止するのに十分低温に、それによって十分固く保つ方法を選択することができる。これを
達成する１つの例示的方法は、ベースの背面を、冷却された表面と接触した状態に保つこ
とであってもよい。変形された粒子、即ち、突起の上面は、平滑であってもよいが幾分粗
面化されていてもよい（例えば、サンドペーパー状若しくは溝付きであってもよい）接触
変形面で形成することができる。しかし、接触変形面が真の幾何学的意味で平面状でなく
ても、接触変形面は、好ましくは本質的に平坦である。しかし、非接触熱処理を使用する
ことなどの、上面を本質的に平坦ではなくする予備形成突起の後処理を使用することがで
きる。接触角に影響を及ぼすことが知られている表面エネルギーとしては、粒子の表面エ
ネルギーと接触面の表面エネルギー、およびそれらの比界面エネルギーが挙げられる。
【００３１】
　粒子又は形成された突起の分子配向が本質的にない場合、接触角は主に粒子ポリマーと
接触面の表面エネルギーによって決定される。接触角は、更に、接触時間に影響され、接
触時間は適切に選択されなければならない。その後、突起を冷却することによって突起の
縁部角度が維持され、その冷却は、例えば、周囲冷却、接触冷却、空気を用いた冷却など
から選択することができる。
【００３２】
　本発明の第１の方法では、変形された突起、即ち、係合突起は、好ましくは、形成され
たファスナの触感を滑らかにする平坦な上部を有する。ベースを形成する材料は、粒子を
形成する材料とは独立に選択することができる。プロセスパラメータは、非常に融通がき
く。異なる材料、形状および／又はサイズを有する異なる粒子を使用すると、その結果、
異なる製品が得られる。異なる特性を有する粒子の混合物も使用することができる。プロ
セス中、追加の資本経費なしに（例えば、金型を変更する必要がない）、突起の密度を変
えることができる。また、薄いベース、例えば、好適なフィルムを選択することによって
、薄いファスナを容易に製造することができ、小さい粒子を使用し、その結果、薄いルー
プ布帛ともとりわけ良好に機能し得る小さい突起を得ることによって、その厚さを更に減
少させることができる。これらの係合突起の形状は、低嵩高の薄い布帛との係合に、例え
ば、極めて薄いスパンボンド不織布との係合にも有利である。本方法および変形された突
起の対称性によっても等方性ファスナが得られる。
【００３３】
　本発明の第１の方法を低速で実施するとき、係合突起がより鋭角の縁部角度を有するよ
うに、表面張力効果で鋭角の接触角を作り出すのに、より多くの時間がかかる。例えば、
粒子又は突起の末端部を徐々に圧縮変形させる細長い可変ニップを使用することによって
、第１の方法の実施はより緩速になり得る。
【００３４】
　変形された突起を最も圧縮された状態で、この場合は冷却することにより、固化させる
ことができる。また、変形された突起が最も圧縮された状態になった後、変形された突起
が最終的な固化した状態になる前に、変形面から取り外すときに延伸することによって、
変形された突起を幾分伸長させることも可能である。変形された突起の末端部が変形面に
まだ付着している間にニップを開放し、それによって突起の中央セクションをより細くす
ることにより、変形された突起の末端部をベースから延伸させることができる。
【００３５】
　多くの小さい突起が所望されるとき、変形された突起１つ当たり１個の粒子を含む少な
くとも幾つかの変形された突起を形成することが好ましい。これによって、より安価なよ
り大きい粒子を使用して突起を形成することができるため、プロセスは複数の小さい粒子
から突起を形成するよりも安価になる。移動するベースに好適なポリマー粉末粒子を好適
な距離で均一に散布し、突起又は粒子を提供することによって、これを安価に達成するこ
とができる。
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【００３６】
　変形された突起の上部とマントル面の間の縁部角度は、広範囲にわたって様々であって
よい。しかし、縁部角度が鋭すぎると、おそらく、張り出すリムが薄くなり過ぎ、屈曲又
は破壊することによって、張り出すリムが弱くなるため、ファスナが弱くなり得る。従っ
て、接触角が２０°～８５°、より好ましくは３０°～８０°であることが好ましい。こ
れは、突起の変形された上面のほとんどについての個々の接触角の範囲である。粒子およ
び接触面の材料、接触時間、および接触変形工程の他の詳細などの、本方法における条件
を好適に選択することにより、当業者はこれを達成することができる。
【００３７】
　少なくとも幾つかの係合突起に、上面又は上面縁部からベースの前面にある付着端部ま
で厳密に先細りになる側面図が提供されることが好ましい。このタイプの係合突起は、特
に、第２の実施形態の方法で形成することが可能である。本明細書で使用するとき、側面
図は、ベースの前面に対して垂直に見た図を意味する。厳密に先細りになるは、係合突起
がベースに近づくにつれ、突起が狭くなることを意味する。例えば、円筒は、厳密に先細
りになる形状ではない。このタイプの先細りは、ファスナに剪断荷重がかかるとき、ベー
スの前面から押し退けられる先細りになっていない部分で繊維が捕捉されることなく、係
合した繊維をベースの前面に引き下げる。従って、係合突起にかかるトルクは最小限であ
り、そのためベースは、より弱くてもよい、即ち、より安価で、より可撓性があり、より
皮膚に優しく、より薄いものなどであってよい。更に、ファスナは、突起上部によって形
成される表面積が比較的大きく、ファスナの触感が滑らかになるのと同時に、ベースに接
合された突起付着端部の全表面積が比較的小さく、ファスナの可撓性と皮膚への優しさが
増加し得る。係合突起１３は、係合上部の面積１７、１８の周縁と係合突起の高さ１０１
との比によって特徴付けられ、これは、概ね１．１対５０であり、好ましくは１．２対２
０である。係合突起１３は概ね、図３ｃに示すように、張り出しリム１００も形成し、こ
れは概ね上部表面積１７、１８と付着端部１０２の面積との差である。
【００３８】
　本発明の両方で、予備形成突起の加熱された端部の形成中（第２の方法）、又は突起若
しくは粒子の変形中（第１の方法）、幾つかの予備形成突起若しくは粒子は、他の隣接す
る予備形成突起若しくは粒子と一体化することができる。「一体化」は、２つの隣接する
予備形成突起又は粒子が融合又は結合して単一の予備形成又は係合突起になることを意味
する。上部近傍の予備形成突起又は粒子部分だけが融着し、付着端部は別々のままである
ことが可能であるが、付着端部が隣接する相手の予備形成突起又は粒子と一体化すること
も可能である。予備形成突起又は粒子の一部だけが一体化し、残りの部分は別々のままで
あることが好ましいことがあり、これによって様々な係合能力が提供される。幾つかの一
体化した係合突起を有するファスナは、ある一定のループ布帛、例えば、おむつのランデ
ィングゾーンに使用されるような低嵩高のループに対して向上した剪断強度を提供し得る
。この現象の原因は、第一に、一体化によって形成された新しい係合突起の（上面図で）
細長い形状が、その細長い寸法に垂直な、より高いトルクに抵抗し得ることであると思わ
れる。第二に、結合した係合突起の相手から最も遠い、相手と結合した突起の１つの縁部
角度は、一体化によってより鋭くなると思われる縁部角度を有する。一体化中、２つの相
手突起のポリマー材料は、凝集により突起遠隔縁部からその新しい共通中心の方に移動し
、それによって、２つの相手突起の中心又は接触線から最も遠い外縁部分に、いわゆる、
減少した後退接触角が残ると推測される。これによって、意図される特定の係合ループに
対する係合性能を変更させる他の１つの方法が可能になる。粒子の計量供給速度のような
幾つかの製造操作パラメータを調節することにより、又は、異なるサイズ特性および／又
は溶融特性を有する粒子を使用することにより、隣接する突起の一体化を容易に且つ安価
に達成し、制御することができる。予備形成突起又は粒子の密度を増加させることにより
、一体化現象が増加する点が生じる。これは、粒子の種類および形状に影響される。より
球状でない、より不規則な粒子を使用すると、その結果、粒子の一体化が増加する。
【００３９】
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　第１の実施形態の方法では、粒子をベースに付着させるのに、分子配向していない熱可
塑性ポリマーが好ましい。従って、第１の方法では、提供される熱可塑性粒子は、
　ａ）ペレットからサイズ減少して製造された粉末の顆粒、
　ｂ）反応器粉末からの顆粒、
　ｃ）沈殿粉末からの顆粒、
　ｄ）液滴、
を含む群から選択される１種類以上の粒子とすることができる、配向していない粒子であ
ることが好ましい。
【００４０】
　第１の方法では、粒子のベースの前面への固定は、前面に送達された粒子を少なくとも
部分的に軟化温度より高温に保つことを含む。
【００４１】
　反応器粉末は、ペレット化する前にポリマー製造反応器から取り出されたポリマー粉末
を意味する。本明細書で使用するとき、反応器粉末又は沈殿粉末からの顆粒は、更にサイ
ズ減少されるこのような粉末の顆粒も含む。液滴は、前面に提供され、送達され、固定さ
れるとき、固体であっても又は固体でなくてもよい。粒子をベースに付着させるとき、粒
子の軟化によって、粒子中の残留配向を更に減少させることができる。
【００４２】
　第１の方法の変形は、第１の熱可塑性材料の粒子と第２の熱可塑性材料の粒子が提供さ
れるものであり、ここで、第１の熱可塑性材料は、
　ａ）第２の熱可塑性材料のものより高いメルトフローレート、
　ｂ）第２の熱可塑性材料のものより低いビカー軟化温度、又は
　ｃ）第２の熱可塑性材料のものより高いメルトフローレートと低いビカー軟化温度の両
方、
を有する。
【００４３】
　形成された係合突起３１は、少なくとも上面１７、１８を形成する末端部に第１の熱可
塑性材料の粒子１０５を含み、付着端部を概ね形成する第２の熱可塑性材料の粒子１０６
を更に含む。２つの粒子は、付着接合面１０４で互いに接合されている。
【００４４】
　好ましくは、溶融し易い方の第１の熱可塑性ポリマーが、係合突起の上部を構成し、一
方、下部は、溶融し難い方の第２のポリマーを含む。これは、変形効果の分離を可能にす
る。引用されるＰＣＴ国際公開第０１／３３９８９号パンフレットに教示されるように、
例えば、２種類の異なるポリマー粉末をベース上に、好ましくは傾斜したベースに逐次的
に散布してこのような複合材料係合突起を製造することができ、前記特許の内容は、参照
によりその内容全体が援用される。
【００４５】
　雄ファスナ部材を製造する第２の好ましい方法は、概ね、
　・前面を有するベースを提供する工程、
　・ポリマー材料の粒子を提供する工程、
　・好適な表面エネルギーを有する形成用接触離型面を提供する工程、
　・接触離型面上に複数のポリマー粒子を分散させる工程、
　・ポリマー粒子を好適な粘度の少なくとも半液体又は軟化した状態にし、又は提供し、
離型面に着座し且つ離型面から対応する末端部まで突出する予備形成突起（予備形成突起
は、少なくともある程度、係合端部が最終的な係合突起の形状に予備形成された突起を意
味する）を提供する工程、
を含む。接触離型面に接触する縁部に添って予備形成突起は接触角を形成し、この接触角
は、ポリマー粒子と接触離型面の表面エネルギーに影響される。ポリマー粒子は、接触離
型面に接触する縁部の少なくとも一部が鋭角の接触角を形成するように、好適な時間、半
液体状態に維持される。
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　次いで、予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部でベースの前面に接触させ、固定す
るのと同時に、接触離型面によって形成された縁部の形状を本質的に維持するため、予備
形成突起を少なくとも部分的に固化させることができる。
　次いで、予備形成突起を更に十分固化させ、予備形成突起を接触離型面から分離させ、
取り外し、それによってベースに付着した係合突起を形成する。これらの形成された係合
突起は、ベースの前面から、接触離型面で形成された平坦化された上部まで突出する。平
坦化された上部は、少なくとも部分的にベース上に張り出し、リムを形成し、鋭角の接触
角に影響される角度を有する縁部によって少なくとも部分的に境界が定められる。
【００４６】
　第２の方法では、ファスナを製造する好適な粒子は液体又は半液体（即ち、軟化された
又は好適な可撓性の）状態で存在することができ、且つ固体になることができる。粒子は
、例えば、照射によって固化可能な懸濁液などの液滴であってもよく、又は、それらは第
１の方法について前述した熱可塑性粒子であってもよい。ベースは任意の好適なベース、
例えば、シートの形態のベース、例えば、第１の実施形態の方法に関して前述したフィル
ムとすることができる。
【００４７】
　表面エネルギー、表面張力および濡れの分野に精通している当業者は、粒子に好適なポ
リマーと、好適な表面エネルギーを有する接触離型面の組み合わせを選択することができ
、また、接触離型面の温度で好適な粘度を有し、好適な時間内に接触離型面を濡らす粒子
を選択することもできる。接触離型面の表面エネルギーは、シリコーン処理面、含フッ素
化合物、コロナ放電、又は火炎などの既知の材料と方法で形成されてもよい。接触離型面
は、使用され、半液化され、固化された特定のポリマー粒子を離型できなければならない
。ある一定の離型面は、ある一定のポリマーを離型できるが、他のポリマーを離型できな
いことが知られている。例えば、ポリエチレン離型面は、好適なポリプロピレン粒子を離
型できるが、ある一定のポリエチレン粒子を離型することができず、この理由は、それら
が互いに溶着又は融着する傾向があるからである。「離型」の用語は、本明細書で使用す
るとき、粒子又は予備形成突起の材料が（許容できないほど）損傷又は損失することなく
、粒子が接触離型面から脱離する現象を指す。接触離型面は、平滑であっても、又は、当
該技術分野で既知のように、好適に構造化若しくは粗面化されていてもよい（例えば、溝
付きであってもよい）。任意の好適な方法で、例えば、散布装置で粒子を散布することに
より、離型面への粒子の分散を実施することができる。粒子が予備形成突起を形成するよ
うに、単位表面積当たり一定の割合で粒子を分散させなければならず、ここで、１個の粒
子は１つの予備形成突起を形成することができ、これは前述のように結合してもよい。粒
子を接触離型面上に分散させる前、分散させる間、および／又は分散させた後、粒子を少
なくとも半液体状態にすることができる。「少なくとも半液体」は、液体又は半液体を意
味する。好適な液化方法は、選択されるポリマーの特性に依存し、例えば、加熱、希釈、
溶解、乳化、分散などを挙げることができる。
【００４８】
　当業者は、接触離型面上の予備形成突起をベースの前面と接触させ、固定するのに好適
な固体性（固化の度合い又は程度）を、特定の状況に応じて決定することができる。それ
は通常、しかし必ずしもそうではないが、接触離型面上に予備形成突起が形成された状態
より固い状態を意味する。好ましくは、予備形成突起は、ベースの前面と接触している間
、少なくとも部分的に、その形状を保つのに十分固くなければならない。それは、通常、
主に、少なくとも予備形成突起の最小限の自由高さと好適な縁部角度も保つことを意味す
る。予備形成突起に必要な固体性を設定することは材料に依存し、冷却、乾燥、加熱、架
橋、硬化、化学処理などを挙げることができる。ベースの前面が予備形成突起末端部と接
触し、固定できるように、接触離型面に着座する好適な固体性を有する予備形成突起をベ
ース前面で被覆することができる。末端部は、接触離型面から最も遠い端部である。ベー
スの前面と接触する前に、予備形成突起に付着する更に追加される分散粒子などを予備形
成突起に提供する又は補うことができる。予備形成突起が半液体状態のとき、ベースの前
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面は予備形成突起と接触することが可能である。この場合、接触後、最終的な固化の前に
、予備形成突起を離型面から取り外すときに延伸させ、それによって予備形成突起の中央
部をより細くすることにより、予備形成突起を幾分伸長させることが可能である。当業者
は、不均一な可能性がある高さを有する予備形成突起の接触を可能にするのに十分な可撓
性のあるベースを選択することもできる。ベースの前面は、平滑であってもよいが、好適
に粗くてもよく、例えば、ベースに予め散布され、固定された粒子又は突起で粗面化され
ていてもよい。ベースの前面への予備形成突起の末端部の固定は、例えば、追加される接
着剤で接着すること、紫外線で架橋させることによって得られてもよく、又は、それは、
接触材料（ベース前面又は予備形成突起）の固有の接着若しくは融着を使用することがで
きる。融着を用いた固定を詳細に後述する。固定中、自由張り出し部又はリム、および予
備形成突起の実際の高さが十分に維持されるように注意しなければならない。例えば、突
起がベースの前面の中に沈下し過ぎる又は圧入され過ぎることは回避されなければならな
い。当業者は、両方とも離型面から分離させ、取り外すのに好適な予備形成突起とベース
の適切な固体性を、特定の状況に応じて決定することができる。離型面から取り外される
ときの予備形成突起の固体性は、通常、しかし必ずしもそうではないが、ベースの前面と
最初に接触するときよりも固い状態である。好ましくは、予備形成突起は、離型面から分
離するとき、少なくとも部分的にその形状を保つのに十分固くなければならない。それは
、通常、主に、特に形成された縁部角度に関して好適な全体形状を保つことを意味するが
、ベースの表面と好適に強い結合を維持することも重要な要因である。ベースは概ねその
形態を保ち、予備形成突起を離型面から分離させるのに十分固くなければならない。形成
時の平坦化された上面は、平滑であってもよいが、当該技術分野で既知のように、幾分粗
面化されていてもよい（例えば、サンドペーパー状若しくは溝付きであってもよい）。上
面構造は接触離型面によって決定され、それは、本来は真の幾何学的意味で平面状でなく
ても、概ね本質的に平坦である。しかし、非接触熱処理などの、上面を本質的に平坦では
なくする後処理を使用することができる。また、上面を形成できる接触離型面が平坦では
ないことも可能であり、上面は、それが形成された接触離型面の反映である。
【００４９】
　第２の方法に関する利点は、付着端部に圧力がかからないため、予備形成突起の付着端
部が、接触離型面との長い接触時間に影響される可能性が低いことである。それによって
、例えば、製造ラインの延長された離型コンベヤで、表面エネルギーをより長い時間作用
させる可能性が開かれる。換言すれば、平坦化された端部を形成する表面張力の有益な機
械的作用は、既に付着している端部から発生する機械的作用に干渉する、又はそれと「競
合する」必要がない。他の利点は、粒子又は予備形成突起のサイズとは独立に、全ての突
起について類似の接触角を得ることができることである。換言すれば、突起は全て、同じ
時間、同じ条件で離型面と接触し、これは、第１の実施形態の方法で変形離型面に接触す
るとき、突起が粒子のサイズに応じてベースに異なる高さで既に付着していた場合とは違
い、第２の実施形態の方法に様々なサイズの粒子に対する高い公差を与える。他の著しい
コスト節減および簡略化は、変形装置が不要になることによって達成される。製造ライン
のライン速度および運転幅は、おそらく、より低費用で以前にも増してより大きくするこ
とができる。他の利点は、例えば、より良好な機械的特徴を有する可能性がある非熱可塑
性ポリマーを使用できることである。
【００５０】
　記載されるように、様々な利点を有する第２の方法の具体的形態が可能である。
【００５１】
　多数の小さい突起が有利な場合、第２の方法では別々の予備形成突起の少なくとも幾つ
かが、予備形成突起１つ当たり正確に１個のポリマー粒子を含むことが好ましい。
【００５２】
　第２の方法では、予備形成突起の少なくとも幾つかに１０°～８５°、好ましくは３０
°～８０°の接触角を提供することが好ましい。これは、個々の予備形成突起のほとんど
についての接触角の範囲である。好ましい実施形態では、この範囲は、予備形成突起の平
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均接触角である。
【００５３】
　この第２の方法では第１の方法におけるように、少なくとも幾つかの係合突起に、各側
面図で係合突起が平坦化された上部又は上縁部からベースの前面まで厳密に先細りになる
（好ましくは厳密に凸状である）形状が提供される。これは、通常、この方法で達成する
ことが非常に容易であり、この方法で、典型的には好適な表面に着座する水滴のような半
レンズ形の予備形成突起が作り出される。これは、この方法の大きな利点である。再びこ
の方法で、幾つかの予備形成突起を他の隣接する予備形成突起と一体化させてもよい。こ
の理由は、前に説明したものと類似している。この第２の方法では、非熱可塑性および熱
可塑性のポリマー粒子を使用することができ、その選択は、必要な強度、必要な表面エネ
ルギー、コストなどに基づく。しかし、熱可塑性樹脂に使用には、この第２の方法に特有
の幾つかの利点があるが、それは明らかでないことがある。第一に、熱可塑性粒子を使用
し、送達後にそれらを軟化させると、残留分子配向が予備形成突起から、少なくとも接触
離型面と接触する場所から概ね解除されることが概ね確実になる。第二に、粒子が熱可塑
性である場合、予備形成突起を形成する液化された又は少なくとも半液化された材料の粘
度を制御する、例えば、その温度により、オンラインで、正確に、容易に、安価に且つ可
逆的に微調整（例えば、調節および／又は最適化）することができる。粘度は、予備形成
突起と接触離型面の表面エネルギーおよびそれらの間の表面エネルギーが形成される接触
角に影響を及ぼす程度に、直接影響を及ぼす。温度および加熱時間を適切に選択すること
によって粘度を調節することにより、最終的な予備形成突起の縁部角度を追加コストなし
で、オンラインで微調整することができる。第２の方法を熱可塑性粒子と一緒に使用する
と、その結果、ファスナの形態をオンラインで調節する融通性のある、安価な形成された
ファスナが得られる。従って、第２の方法では、ポリマー粒子は熱可塑性ポリマーである
ことが好ましい。
【００５４】
　固体の離型面上に液滴を堆積させる場合、および、離型面の表面エネルギーが液体の表
面エネルギー（又は表面張力）より幾分高い場合、液体は典型的には、固体を完全に濡ら
し、接触角はゼロである。液体では、各「固体－液体」対は、ゼロから１８０°の接触角
を有し、液滴はそれでおおよそ固体を濡らす。半液体、例えば、軟化された熱可塑性粒子
では、接触角を形成するプロセスは、時間－温度現象である。高表面エネルギーを有する
固体離型面では、液体ポリマーは、十分な時間が与えられれば完全に濡らす。この高表面
エネルギー離型固体面が高温に保たれ、低温の固体粒子がその上に配置されると、プロセ
スが開始し、接触角は時間が経つにつれ最初の鈍角から最終的なゼロ接触角の方に変化す
る。この変化プロセスを中断することによって、例えば、好適な冷却によって、任意の所
望の接触角を達成することができる。従って、高表面エネルギー固体接触離型面は、本発
明のプロセスに有用である。しかし、離型面の表面エネルギーが高いほど、予備形成突起
から離型面を最終的に分離することが困難になる。また、接触離型面の表面エネルギーが
ポリマー粒子の表面エネルギーに対して高すぎると、接触離型面を過剰に濡らす予備形成
突起を形成する無意図的なオペレータ・エラーが起こる可能性が大きくなる。接触離型面
の表面エネルギーが第１の表面エネルギー（粒子の表面エネルギー）プラス６０ｍＪ／ｍ
2以下である場合、接触離型面を濡らしすぎる危険性は低くなる。
【００５５】
　また、高表面エネルギー接触離型面によって、係合突起の縁部角度が鋭くなり過ぎ、薄
過ぎて、後で使用する間に破壊し、望ましくない汚染を引き起こす可能性のあるリムが作
り出される。係合突起が薄弱な縁部とリムを形成しないように安全性を向上させるため、
場合によっては、より大きい接触角又は縁部角を容認する方がよい可能性がある。従って
、第２の方法が、第１の表面エネルギー（粒子の表面エネルギー）より表面エネルギーが
低い接触離型面を提供することを含むことが、好ましい可能性がある。この場合、オンラ
イン操作パラメータではなく材料選択によって製品の縁部角度を決定することができる。
また、接触離型面の表面エネルギーが低いほど、それから予備形成突起を最終的に脱離さ
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せることが容易である。しかし、予備形成突起を接触離型面から脱離させるのに必要なあ
る程度の力が、有益な可能性がある。幾つかの予備形成突起はベースの前面に弱く固定さ
れる可能性がある。即ち、固定強度は、その意図される最終用途に望まれるよりも低く、
その結果、幾つかの係合突起は使用中に破壊して外れる可能性がある。これは、検出が困
難な欠陥である。従って、接触離型面の表面エネルギーが、第１の表面エネルギー（粒子
の表面エネルギー）から２３ｍＪ／ｍ2を引いたものより高いことが好ましい。このレベ
ルの接触離型面では、予備形成突起を接触離型面から脱離させる分離力が、ベース前面に
弱く固定された突起を取り外すのに十分高くなり得、それによってオンライン障害検出お
よび補正機構が提供される。
【００５６】
　熱可塑性予備形成突起（全体を通して突出部と称することもできる）について前述した
方法では、ベースの前面と予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部との固定が、熱によ
る固定または融着を含むことが好ましい。
【００５７】
　熱による固定は、材料および圧力などに応じて、予備形成突起又はベース前面の一方又
は他方の溶融を含むことができる。好ましくは、予備形成突起とベースの前面の両方の溶
融が可能であり、それによって融着する。融着は、熱による予備形成突起のベースの前面
への固定である。この場合、予備形成突起は、下からの離型面による鋭角化と、上での被
覆および融着によるベースへの固定の両方に好適な粒子で構成される。粒子は、接触角を
好適に形成するのに十分、液化されなければならないが、融着中、その縁部角度を保つこ
とができるのに十分、固いままでなければならない。熱可塑性ポリマー粒子が、選択され
たポリマーに適切な条件で１０分当たり１～９０グラムのメルトフローレートを有するこ
とが好ましい。
【００５８】
　前記第２の実施形態の方法のその後の工程で、熱による固定は、ベースの前面を予備形
成突起の少なくとも幾つかの付着端部と接触させる間、接触離型面をポリマー粒子又は予
備形成突起の軟化温度より低温に維持することを含む。ベースの背面は、好ましくはそれ
を加熱されたガスに曝すことによって加熱される。更に、加熱されるベースの背面のガス
圧は、加熱されるベースの前面の圧力（例えば、ガス圧）より高く、それによって、加熱
されるベースを予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部に押し付け、予備形成突起のベ
ースへの固定を促進させる。例えば、接触離型面又はベースの前面の下から真空を適用す
ることにより、圧力差を増大させてもよい。
【００５９】
　また、この第２の方法の実施形態では、屈曲して、より低い予備形成突起に到達できる
十分に可撓性のあるベースが提供される限り、予備形成突起が異なる高さを有することは
大きな問題ではない。ベース全体が熱可塑性であり、実際に軟化され、それによって柔軟
で可撓性になり、容易に屈曲する、又は、更には高温時に延伸することはとりわけ有利で
ある。
【００６０】
　必要に応じてベースを完全に軟化させることができるが、ここで、完全に軟化させると
は、例えば、複合材料の場合、軟化温度より高温におけるその全ての成分、層の軟化を意
味する。
【００６１】
　ベースを離型面から分離させた後、ベースに固定されていない幾つかの予備形成突起が
、接触離型面に残存することがある。これらは通常、非常に小さい残留ポリマー粒子であ
り、後で分散される粒子中に溶融し、それと一緒になくなることがある。更に、それらを
接触離型面から規則的に除去することにより、プロセスをより均一で確実にすることがで
きる。従って、本方法は、更に、
　・複数のポリマー粒子を接触離型面上に分散させる前に、
　・接触離型面をポリマー粒子とベースの前面の両方の軟化温度より高温に加熱すること



(14) JP 5290743 B2 2013.9.18

10

20

30

40

50

、
　・ベースの前面を加熱された接触離型面と接触させ、それによって前面を軟化させるこ
と、
　・軟化された前面を、加熱された接触離型面に好適に押し付け、それによってポリマー
粒子汚染残留物をベースの前面に融合させること、
　・接触離型面とベースに、ベースを接触離型面から分離させるのに好適な温度を提供す
ること、
　・ベースを離型面から分離させ、それによって接触離型面を清浄にすること、
を含むことが好ましい。
【００６２】
　本方法は、明らかに、接触離型面を清浄にするため、粒子とベース前面の両方の熱可塑
性特性を使用する。前記工程中、少量の残留ポリマー汚染はなくなり、通常、ベース前面
の中に消える。その後、ベースを通常通り使用することができる。例えば、ロール又はコ
ンベヤを含む連続操作では、粒子の各分散前に、回転毎に離型面を清浄にし、このように
して、累積接触離型面の汚染を低レベルに保つことができる。
【００６３】
　予備形成突起がベースの前面に融着される間、ベースは離型面の上にあり、そこで、ベ
ースは予備形成突起によって支持され、それらの間の空間を橋架けする。ベースの前面が
その軟化温度より高温である場合、その中に分子配向があると、シート状のベースの少な
くとも橋架け部分が収縮することによって、問題が生じることがある。それは、例えば、
耐収縮性の好適な支持体を有する複合材料ベースを使用することによって回避できる。例
えば、ポリエステルフィルム又は紙の支持体、およびその上に前面としてコーティングさ
れているポリエチレン層を備えるベースは、ベースで起こり得る収縮に耐えられる可能性
がある。しかし、収縮が問題である場合、予備形成突起又は粒子を融着させるときに、ベ
ースに分子配向がないことが好ましい。ベースの前面を加熱された離型面（接触離型面と
することができる）と接触させることにより、分子配向されたフィルムを前処理し、それ
によってベースの前面を本質的に分子配向していない状態にすることができる。また、分
子配向が好適に解除される限り、清浄にする工程中、軟化されたベースに接触離型面をぴ
ったりと押し付けることにより、この前処理工程を実施することもできる。
【００６４】
　高圧の加熱されたガス（好ましくは、空気）を、加熱されたガスを放出するガスノズル
で提供することができるのが最良である。ノズルは、好ましくは、ガスを加熱するため電
気加熱を使用するが、熱源は、ガスバーナなどの任意の好適な代替の熱源とすることがで
きる。背面が放出された高温ガスと接触し、ベースが軟化するように、ベースをノズルの
アウトプットオリフィスの前に移動させる。同時に、ノズルから放出された高温ガスは、
ベースの背面に沿って、典型的には、ベースの移動方向と平行なガス流を作り出し、維持
する。ノズルが固定され、ベースが縦方向に移動する場合、高温ガス流は、本質的に縦方
向に平行な方向と反対の方向の両方を有する。高温ガス流、例えば、高温空気流は、軟化
されたベースに引張力を及ぼし、ベースの背面を引きずる。それは、軟化されたベースを
延伸させる傾向がある。ガス流が速いほど、この延伸効果は強くなる。低スループットの
設備、即ち、低い高温ガス速度では、および、とりわけ厚いベースでは、本質的に分子配
向がないベースを使用することができる。より高いスループットおよびより高いガス流量
の場合、とりわけ、より薄いベースでは、ベースのこの縦方向の延伸が非常に顕著になる
可能性があり、それは望ましくない可能性がある。例えば、ベースが長手方向、縦方向に
延伸すると、ファスナの厚さの制御が困難になる可能性があるか、又は不特定の長さのロ
ールが得られる可能性がある。延伸は、また、薄くなることによる偶発的な破壊に繋がり
、ベースを引裂させる可能性もある。
【００６５】
　ベースに好適な分子配向を提供することによって、延伸の効果を相殺することができる
。ベースに縦方向の熱収縮ポテンシャルを提供すると、延伸の問題を解決することができ
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る。ガスの熱は、ベース中の配向を緩和させる、即ち、ベースを収縮させる傾向があり、
これは、加熱されたガス流による延伸を減殺する。従って、第２の実施形態の方法の変形
では、加熱されたガスを放出するように構成された１つ以上のガスノズルが提供される。
ベースが１つ以上のノズルに対して移動する間、ベースの背面は、１つ以上のノズルによ
って放出される加熱されたガスと接触する。ベースが移動する方向は縦方向であり、本質
的にベースの面内にある。ベースは、好ましくは、少なくとも１％の縦方向の熱収縮性（
長手方向熱収縮性）を有する。熱による固定は、ベースを熱収縮温度より高温に加熱する
ことを含む。
【００６６】
　本明細書で使用するとき、ある方向での「熱収縮性」は、ベース材料などの材料の文脈
では、材料内への熱エネルギーの伝達に応答して、材料の所定の方向の長さ又は寸法が減
少し得ることを意味するものとする。材料の「熱収縮性」はパーセント値であり、所定の
方向で、１００％×（収縮前の長さと収縮後の長さの差）÷（収縮前の長さ）に等しい。
材料の所定の方向での収縮後の長さは、材料を例えば１７０℃の温度で４５秒間収縮させ
た後の、所定の方向での材料の長さを意味する。収縮は、例えば、材料を高温のシリコン
オイルに浸漬させ、それを自由に収縮させることによって決定できる。１４０℃の温度を
１４秒間使用すると、通常のポリマー材料の収縮が本質的に全て緩和されることが分かっ
た。本明細書で使用するとき、材料の「収縮温度」は、上昇する温度に曝される材料が熱
収縮し始める温度を指す。
【００６７】
　本発明の第２の方法のこの変形の利点は、それが、放出された高温ガス流によって軟化
されるベースに及ぼされる延伸効果を減殺するのに役立つことである。高い製造速度では
、１％より高い長手方向熱収縮性によって、改善された結果を得ることができる。従って
、第２の方法のこの変形では、接触および固定のため、高温ガス流によって作り出される
力と製造速度に応じて、少なくとも１０％、より好ましくは少なくとも２０％、より好ま
しくは少なくとも３０％、更により好ましくは少なくとも４０％、更により好ましくは少
なくとも５０％の長手方向熱収縮性を有するベースが提供されることが好ましい。
【００６８】
　横方向の高温ガス流によってベースに及ぼされる延伸効果は、横方向、即ち、ベースの
移動経路の方向に垂直な方向（機械では、幅方向と称される）では、（ノズル構成の詳細
に応じて）あまり顕著ではないか、又はゼロに近い。従って、ベースが横方向の高い熱収
縮ポテンシャル又は高い熱収縮性を有する場合、ベースの縁部は収縮又はネックインする
可能性があり、その結果、高温ガスと接触したとき、折れ曲がるか又は皺になる。これは
望ましくない。従って、主方向又は縦方向に垂直な面内方向でのベースの熱収縮性がゼロ
であるか又は長手方向の熱収縮性より低いことが好ましい。「横方向熱収縮性がゼロ」は
、本明細書で使用するとき、ベースが、熱に曝されたときに横方向で収縮するのではなく
、長さの増加又は延伸を示す場合を含む。この熱収縮性の差の利点は、それが２つの直交
する寸法で、軟化したベースに対する高温ガス流の差異のある引きずり効果に、差異のあ
る減殺を提供することである。概ね、主方向に垂直な面内方向（横方向）でのベースの熱
収縮は５０％未満である。好ましくは、高温ガス流によって作り出される力と製造速度に
応じて、横方向熱収縮性は４０％未満であり、より好ましくは３０％未満であり、更によ
り好ましくは２５％未満である。他方、高温ガスによって加熱されるベースは、横方向の
熱膨張を示し、これは製品に皺を生じさせることがある。横方向でベースに提供される、
好適に低いが正のレベルの熱収縮性で、それを相殺することができる。従って、前述の状
況では、ベースの横方向熱収縮性が少なくとも１％であることが好ましい。
【００６９】
　前述のように、ガスノズルからの長さ方向の引きずり又は延伸効果は、長手方向の熱収
縮によって減殺され、それらは一緒に、提供されたベースの最初の長さと関連する形成さ
れたファスナ製品の最終的な長さを概ね決定する。ベースの長手方向熱収縮性が比較的低
く、ガスノズルが強い高温ガス流を放出する場合、ファスナ製品は、それが製造された最
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初のベース材料より長くなる。熱収縮ポテンシャルを増加させ、おそらくノズルのガス圧
又はガス流量を減少させることによって、ファスナが伸長する傾向を逆転させることがで
き、形成されたファスナは、それが形成されたベースより短くなり得る。
【００７０】
　本発明の第２の方法は、また、別々の予備形成突起を形成するように、接触離型面上に
ポリマー粒子を分散させる工程も含む。好ましくは、予備形成突起が完成し固化する前に
、予備形成突起を形成する多くの又はほとんどの粒子が隣接する粒子又は予備形成突起と
接触することは回避されなければならない。粒子が尚早に接触すると、その結果、隣接す
る粒子又は予備形成突起の一体化が起こる。しかし、ファスナで、係合突起が互いに近接
している場合、ファスナの固定強度は一般に高くなる、即ち、ファスナはより良好に機能
する。この方法では、粒子の分散、例えば、散布は、典型的には確率論的プロセスとして
実施されるため、突起の近接度は、通常、理論的に可能な最大値に到達しない、即ち、最
終製品で突起は互いにもう少し近接することができる。ファスナが完成した後、必要に応
じて、その後のファスナの適度な熱収縮により、ファスナ係合突起の相対的な近接度を改
善することができる。しかし、この工程を実施するためには、形成されたファスナのベー
スは、幾らかの熱収縮性を有していなければならない。従って、本発明の第２の方法のこ
の変形では、形成されたファスナベースが少なくとも１％の残留長手方向熱収縮性を有す
ることが有利である。好ましくは、形成されたファスナは、この実施形態では、少なくと
も５％、より好ましくは少なくとも１０％、より好ましくは少なくとも１５％、更により
好ましくは少なくとも２０％、更により好ましくは少なくとも２５％の長手方向熱収縮性
を有する。この方法では、形成されたファスナは、その後、少なくとも主方向で熱収縮す
る。この熱収縮は、熱エネルギーを形成されたファスナに伝達する任意の好適な方法によ
ることができるが、好ましくは、鋭角の接触角および係合突起の幾何学的特徴が概ね、本
質的にそのままの状態に保たれるか又は少なくとも好適に保護されるようにすることがで
きる。好ましくは、熱エネルギーは、ファスナのベースの背面から形成されたファスナの
中に伝達される。例えば、これは、ファスナを基材に固定することの一部として、高温材
料、例えば、ホットメルト接着剤をベースの背面に堆積させることによって行うことがで
きる。雌ファスナ部品の係合繊維が隣接する係合突起の間に貫入するのに十分、隣接する
係合突起を互いに別々の状態に保つように、熱収縮は十分低いレベルに保たれなければな
らない。好ましくは、ファスナベースは、約０．１～２５％以下、熱収縮する。
【００７１】
　経済的なベース材料、例えば、熱可塑性ポリマーのインフレーションフィルム又はキャ
ストフィルムは、適切な熱収縮パラメータでは、容易に又は経済的に入手可能でないこと
があるが、これらのフィルムは、必要とされるよりも高い熱収縮性値を有することが多い
からである。これらの経済的ベース材料から前処理工程で好適なベースを製造することが
できる。前処理は、材料を完全に収縮させることなく、制御された部分的分子配向緩和で
材料の熱収縮性を好適に減少させる。即ち、高熱収縮性フィルムを機械的に自由収縮しな
いようにし、同時に高温又は軟化した状態に保つ場合、その熱収縮ポテンシャル又は熱収
縮能力は、材料の長さ又は面積が対応する程度まで実際に減少することなく、時間と共に
徐々に減少する。従って、ベース材料前面を予備形成突起と接触させ、固定する前に、こ
れらのタイプのベース材料を前処理することが好ましい。ベースの前処理は、前処理離型
面を提供すること、
　・前処理離型面を、ベースの前面の軟化温度より高い好適な温度に加熱すること、
　・ベースの前面を前処理離型面と接触させ、押し付け、それによって前面を軟化させる
こと、
　・好適な時間、軟化された前面を、加熱された前処理離型面と接触した状態に保つのと
同時にベースが自由に収縮することを防止し、それによって少なくともその長手方向の熱
収縮性を減少させること、
　・前処理離型面とベースに、ベースを前処理離型面から分離させるのに好適な温度を提
供すること、および
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　・ベースを前処理離型面から分離させること、
を含む。
【００７２】
　前処理に使用される離型面、即ち、前処理離型面は、前述の接触離型面に類似していて
も、又はそれと異なっていてもよい。前処理離型面は、適切な時間にベースを好適に離型
できなければならない。ベースは、好ましくは、例えば、その正規の寸法、しかし、主に
はその長さを維持するため、本質的に収縮が防止される。これは、ベース前面を前処理離
型面と完全に接触した状態に保つことによって行うことができる。その目的のため、ベー
スの軟化された前面と前処理離型面（例えば、ポリテトラフルオロエチレン表面）の間の
タックを利用することができる。これを行うため、ベースを前処理離型面に接触させ、押
し付ける間、好ましくは２つの表面間の残留空気を取り除かなければならない。ベースの
長手方向の熱収縮性を好適な値に減少させるのと同時に、また、横方向熱収縮性の割合を
減少させてもよい（好ましくは、減少させる）。接触時間が長いほど、また温度が高いほ
ど、熱収縮性の減少は大きくなり、その逆もまた同様である。
【００７３】
　プロセス開始時のベースの長さが、プロセス終了時のそれから製造されるファスナ製品
の長さとあまり異ならないか、又はそれに等しいことが望ましい場合がある。理解された
ように、前処理されたベースに適切な長手方向熱収縮性を設定することによってこれに影
響を及ぼすことができる。従って、前処理プロセスでは、前処理されたベースの長さが、
形成されたファスナの長さと本質的に同じであるように、減少した長手方向熱収縮性値を
達成することが可能である。この方法段階では、バランスが減少した場合、ベースの前処
理中、以下の一方又は両方を調整することによって、値を連続的に維持することができる
。
　・前処理離型面の温度、および
　・ベースと前処理離型面の接触の持続時間。
【００７４】
　前処理工程を使用する実行可能な製造設備は、離型ベルト外面がベルト経路に沿って循
環運動し続けるエンドレス離型ベルトを使用し、
　・ベースを前処理するため、ベルト経路の第１の位置にあるベルト外面の第１の部分を
前処理離型面として使用する、および
　・前処理されたベースからファスナを形成をするため、第１の位置から好適にずれてい
るベルト経路の第２の位置にあるベルト外面の第２の部分を接触離型面として使用する、
および
　・ベルトと同期的に動き続ける連続ベースフィルムの形態でベースを提供し、ベルト外
面と第１および第２の位置で接触させる。
【００７５】
　ベースを前処理し、前処理されたベースから更にファスナを製造するのに単一の離型ベ
ルトを使用するため、この解決法は有利であり、それによって最初のベースと最終的な製
品との長さの差をゼロにすることができる。この長さの差がゼロであるということは、２
つの異なる目的のために、即ち、一方ではベースを前処理するために、他方では粒子を堆
積させて予備形成突起を形成し、前処理されたベースをそれと接触させ、固定するために
、その点全部で同じ速度で移動する同じベルトを好都合に使用するのに望ましい。第１の
位置における離型面の速度は、望ましくは最初のベース速度と同じ速度であり、第２の位
置における離型面の速度は、望ましくは最終的な形成されたファスナ製品と同じ速度であ
る。前処理によって提供されるベースの減少した長手方向熱収縮性値がバランス値から外
れる場合、ベースのこのセクションは、第１のベルト位置と第２のベルト位置の間でベル
トと自由接触するとき、短くなるか又は長くなる傾向がある。ベースフィルムバッファに
浮動ローラを提供し、浮動ローラの動きの傾向を検出することで、それを検出することが
できる。２つのベルト位置の間のベースフィルムの自由セクションが短くなると、前処理
されたベースの長手方向熱収縮性は減少する可能性があり、その逆も同様である。第１の
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位置のベルトの温度を上昇させること、および／又は、ベルトとベースが接触するベルト
外面の第１の部分を延長し、それによってベースの前処理の持続時間を延長することによ
り、前処理されたベースの長手方向熱収縮性を更に減少させることができ、その逆も同様
である。この解決法には、ベルトの回転毎に前処理されたベースの軟化された熱可塑性前
面を離型ベルトと接触させることにより、離型ベルト外面を、起こり得るポリマー粒子汚
染から清浄にするという更なる利点がある。
【００７６】
　更に本発明の目的は、対応する利点を有する、前記方法により容易に達成可能な新規な
ファスナ製品を提供することである。
【００７７】
　本発明の製品は、ループ布帛に係合するファスナであり、シート状のベースは複数の固
い、好ましくは本質的に固い又は硬質の係合突起のある前面を有する。係合突起は、上端
および付着端部（全体を通して足と称することもできる）を有する。付着端部は、ベース
前面に固定部分で接合されている。ベースの前面に係合突起が固定されるため、ベースと
係合突起は異なる材料で形成されても、又は同じ材料で形成されてもよい。第１の実施形
態の方法では変形面で又は第２の実施形態の方法では接触離型面で、本質的に平坦な上部
を有するようにベース前面から突出する少なくとも１つの係合突起を形成することができ
る。しかし、一般に上端には、係合突起の付着端部とは異なる形態を有するように変形処
理が施されてきた。変形面および又は接触離型面が平坦である場合、上端は形成時にそれ
に対応して平坦になる。また上部は、概ね、少なくとも部分的にベース上に張り出し、そ
の張り出し部分はリムとも称される。
【００７８】
　形成時の係合突起の上部は、また、上部の境界を定める明確な縁部も有する。係合突起
は、縁部に沿って上部と接し、上部の縁部からベースの前面にある係合突起の付着端部ま
で延在するマントル面も有する。マントル面と上面は近接し、概ね縁部全体に沿って鋭角
の縁部角度を形成する。
【００７９】
　使用中、係合突起は、本質的に、好ましくは可撓性であるベースに固定された固形体と
して挙動しなければならない。「平坦な上部」および「側面図」の意味は前述しており、
例えば、図３、図４および図５に見られる。本明細書で使用するとき、側面図における係
合突起の厳密に凸状の輪郭線は、外側から見たとき凸状であり、真直ぐではない。張り出
すリムの下部表面又はマントル面の厳密に凸状の形状は、それが少なくとも１つの係合突
起に比較的大きい厚さを与えるため、有益であることが分かった。少なくとも１つの係合
突起の少なくとも１つの側面図で、マントル面は、少なくとも縁部に隣接する部分が好ま
しくは厳密に凸状である。この凸状の形状は、ベース上に張り出すリムの縁部に強度を提
供する。前述のように、凸状の形状は、また、係合繊維を下方にベースの方に効果的に導
き、それによって係合突起およびそれらが付着しているベースにかかるトルク荷重を減少
させる。異なる好ましい実施形態では、係合突起は、少なくとも１つの係合突起の少なく
とも１つの側面で上部からベースの前面まで厳密に先細りになっている。本発明のファス
ナには望ましい利点がある。それは、極めて薄い不織布を含む低嵩高のループ布帛との良
好な剪断強度の係合を提供することができる。それはまた、全ての方向で剪断強度を提供
することもでき、従って本質的に等方性である。概ね平坦な上部を有する密で小さい突起
と、ファスナを皮膚に優しいものにする可撓性のベースで、本発明のファスナを製造する
こともできる。係合突起を形成する粒子に対してベースを選択する際の融通性が大きい。
本発明のファスナは低コストにもなり得る。
【００８０】
　製品の好ましい形態（その幾つかは前述の方法の好ましい実施形態に対応している）は
、様々な利点を提供することができる。
【００８１】
　第一に、ファスナの少なくとも１つの係合突起は、マントル面の少なくとも１つの側面
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図で、少なくとも側縁部に隣接する全部分が厳密に凸状であることが有利である。更に、
ファスナの少なくとも１つの係合突起は、マントル面の各側面図で、少なくとも側縁部に
隣接する全部分が厳密に凸状であることが有利である。また、ファスナの少なくとも１つ
の係合突起は、各側面図で、上部からベースの前面まで厳密に先細りになることも有利で
ある。係合突起のマントル面と上面は縁部角度を画定する。これらの縁部角度は有利には
縁部全体に沿って存在し、１５°～８５°、又は３０°～８０°の角度を有する。更に、
ファスナの少なくとも１つの係合突起が、マントル面全体の少なくとも１つの側面図で厳
密に凸状であることが有利である。これは、係合繊維をベースの前面に下方に効果的に導
き、トルク荷重を減少させる。更に、ファスナが、マントル面全体の各側面図で厳密に凸
状である少なくとも１つの係合突起を備えることが有利である。
【００８２】
　ファスナは、有利には、互いに一体化され、ベースの前面に固定された少なくとも２種
類のポリマー顆粒によって構成される幾つかの係合突起も含む。
【００８３】
　また、ベースの前面の材料は、それらが付着される少なくとも１つの係合突起マントル
面の材料と異なることも有利である。例えば、異なるショア硬さ値で決定するとき、ベー
スの前面の材料が、少なくとも１つの係合突起のマントル面の材料より柔軟であることが
、更により有利である。
【００８４】
　また、幾つかの用途では、ファスナベースがベースの面内で弾性的に伸長可能であり、
少なくとも１つの係合突起のマントル面の材料が非エラストマー性であることも有利であ
る。ベースは、弾性ラミネートなどを含めたエラストマー材料を含むことができる。これ
で、例えば、おむつや包装テープではとりわけ有益となり得る、弾性ファスナ製品を製造
することができる。
【００８５】
　更に、本発明のファスナを、カーペット又はポリマーシートを床又はタイルに、また、
布帛を部屋の壁に固定するための粘着ファスナテープなどの他の分野に使用することもで
きる。
【００８６】
　本発明のファスナを様々なベース材料の表面に形成することもできる。これは、前述の
フィルムとすることができるが、第１の方法について前述した布帛、不織布、金属シート
又は箔、成形されたプラスチック、紙、通気性フィルム、ラミネートなどの任意の好適な
表面とすることもできる。例えば、雨から建物の平屋根を遮断するために使用される遮水
膜上に係合突起を形成することができる。次いでこの膜を屋根の不織フェルトの上に固定
することができる。このシステムは、遮水と併せて、遮水膜下のフェルト内での有益な横
方向の蒸気移動を提供する。
【００８７】
　前述のように、本発明の別の目的は、本発明のファスナを使用する改善された使い捨て
おむつを提供することである。
【００８８】
　この態様では、使い捨ておむつは、
　・身体側表面、
　・不織布を備える反対側の外面、
　・おむつを着用者の周りに固定するための本発明の少なくとも１つの雄ファスニング部
材、
　・固定中、少なくとも１つの雄ファスニング部材と分離可能に係合する、布帛を備える
少なくとも１つの雌ファスニング部材、
を備える。おむつの外面の不織布で雌ファスニング部材を形成してもよい。おむつの外面
の不織布の少なくとも一部と、本発明の少なくとも１つの雄ファスニング部材との分離可
能な係合は、好ましくは少なくとも４．９Ｎの剪断強度を有する。
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【００８９】
　「おむつ」の用語は、本明細書で使用するとき、幼児用トレーニングパンツ、および失
禁用衣類なども含む。前記外面の不織布の一部は、外面の不織布の繊維が雄ファスニング
部材との係合に関与する強化された部分とすることができる。例えば、不織布の下に十分
な剛性のあるフィルム層を提供することによって、又は外面の不織布に含浸させることに
よって前記部分を強化することができる。「剪断強度」の用語は、雄ファスナを雌ファス
ナ部材から剪断分離させるときに達成されるピーク剪断強度又は力を指す。おむつの外面
の不織布および本発明の雄ファスナ部材を適切に選択すると、その結果、ファスナは、別
々に提供されるループがなくても、汚れたおむつを折り畳んだ状態に確実に保つのに十分
強く、おむつの不織布外側シェルと係合することができる。おむつの外面の不織布を好適
に選択すると、ファスナは、おむつ外側シェルの任意の好適な点に付着可能となることが
でき、固定具の付着は快適で確実である。好ましくは、外面の不織布全体がこのような好
適な不織布である。
【００９０】
　それを更により確実にするため、おむつでは、外面の不織布の係合可能な部分と、本発
明の少なくとも１つの雄ファスニング部材との分離可能な係合が少なくとも９．８Ｎの剪
断強度を有することが好ましい。
【００９１】
　更により好ましいおむつでは、少なくとも１つの雌ファスニング部材は外面の不織布の
少なくとも一部によって構成される。
【００９２】
　おむつの外面の不織布および好適な種類のファスナをこのように選択すると、ランディ
ングゾーンに特殊なループ布帛を備える別々の前面テープを使用する必要がなくなる。こ
れは、かなりのコスト節減となる。それは、使用中、おむつを着用者の周囲に固定するた
めファスナが所望の固定強度を達成するように選択される好適な表面積を必要とするに過
ぎない。
【００９３】
　後者のおむつでは、おむつの外面の不織布の少なくとも一部と、少なくとも１つの本発
明の雄ファスニング部材との分離可能な係合が、少なくとも２．５Ｎ／ｃｍ2の剪断強度
を有することが更により好ましい。ここで、必要な剪断強度は、不織布とファスナとの接
触面の単位面積１ｃｍ2当たりの剪断強度と規定される。
【００９４】
　それを更により確実にするため、おむつでは、外面の不織布の少なくとも一部と、少な
くとも１つの雄ファスニング部材との分離可能な係合が少なくとも３．５Ｎ／ｃｍ2の剪
断強度を有することが更に好ましい。
【００９５】
　本発明の別の目的は、改善された包装テープを提供することである。このような包装テ
ープは、対象の周囲に包装テープを固定するため、露出したテキスタイル又は不織材料を
有する第１の面と、テキスタイル又は不織材料との係合に好適な本発明の雄ファスニング
部材を備える反対側の第２の面とを有する。テキスタイル又は不織材料は、また、本発明
の雄ファスナ材料と機械的に係合できる幾つかの自由繊維を有する低嵩高の布帛も含む。
この包装テープの利点は、それが微細な触感を有し、それにインクで書くことが容易であ
り、可撓性、伸長性又は延伸可能となり得、安価で、外観が斬新であることである。多孔
質の、例えば微細孔を有する又は不織布のベース、および好適な不織布ループテキスタイ
ルを用いると、この包装テープはハウスラップとしても使用される。
【実施例】
【００９６】
実施例１：ファスナの形成方法
　図１ａに示される方法を参照する。本発明の第２の実施形態の方法を使用し、高密度ポ
リエチレン粉末顆粒、スイスのデュポン・ポリマー・パウダーズ（Ｄｕ　Ｐｏｎｔ　Ｐｏ
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ｌｙｍｅｒ　Ｐｏｗｄｅｒｓ）、Ｓ．Ａ．ＮＤ５３７４－Ｆ（反応器粉末からサイズ減少
および篩い分けにより製造されたと記載されている）をポリマー粒子３６として提供する
。これらの粉末顆粒は、公称最大サイズ１５０ミクロンであり、粒子の大部分が８０～１
１０ミクロンであり、融点１３０℃、メルトフローレート１０分当たり２０グラムであっ
た。ポリマーの表面エネルギーは約３１ｍＪ／ｍ2である。厚さ８０ミクロンの単層ポリ
エチレンフィルムシートのベース４を使用し、シートは、低密度ポリエチレン（８０重量
％、ＦＡ２２１０、メルトフローレート０．２６～０．３５（２．１６ｋｇ／１９０℃）
、ハンガリー、ＴＶＫ　ｒｔ製）と、直鎖中密度ポリエチレン（２０重量％、ＦＳ３４０
－０３（２１．６ｋｇ／１９０℃）ハンガリー、ＴＶＫ　ｒｔ製）との混合物からなって
いた。離型コンベヤ３９上に存在し得る接触離型面４０は、ハンガリーのレリンツｋｆｔ
（Ｌｏｅｒｉｎｃｚ　ｋｆｔ）製の、僅かにテクスチャ加工された表面を有する「ケムグ
ラス（Ｃｈｅｍｇｌａｓ）１００－６」ブランドのブラウンＰＴＦＥ塗工されたガラス繊
維ウェブであった。ＰＴＦＥは、ポリテトラフルオロエチレンを表す。接触離型面４０の
表面エネルギーは、１８．５ｍＪ／ｍ2であった。離型コンベヤ３９を使用する場合、そ
れは２つの駆動ローラ１１の周囲を移動する。接触離型面４０は水平に保たれた。
【００９７】
　運転サイクルの始めに、水平接触離型面４０を熱板２４で約１７０℃の温度に保った。
これは離型コンベヤ３９の下で行うことができるが、離型コンベヤの上側の他の高温チャ
ンバを使用することもできる。散布装置４２（一般的には、供給ホイールおよび下にある
スクリーンを有するホッパ）を使用してポリマー粒子３６を加熱された接触離型面４０上
に、１ｃｍ2当たり顆粒約５００個（約１５．７ｇ／ｍ2に相当する）の平均密度で均一に
分散させた。接触離型面上に分配されたとき、ほとんどどの粒子も他の粒子と別々のまま
であり、離型面４０に着座し且つ離型面４０から対応する末端部４６まで突出する別々の
予備形成突起３７を形成するように見えた。粒子を離型面４０の熱で加熱し、それによっ
て軟化又は溶融した状態に、即ち、半液体状態に保った。粒子を離型面４０上に分配した
約２０秒後、それらは、離型面４０に接触する縁部１２に沿って鋭角の接触角７を有する
予備形成突起３７を形成したが、それは写真で測定したとき、平均約５９°であった。こ
のようにして、粒子を接触離型面４０上に分配した２０秒後、予備形成突起３７は鋭角の
接触角を形成した。この間、ほとんどどの粒子も（図２に示すように）単独のままであっ
たが、その幾つかは、隣接する粒子と一緒に溶融し、図２に示す「結合した予備形成突起
」４７を形成した。次いで、離型面４０を約６５℃の温度に冷却し、約６５℃の温度に保
ったが、これは送風機１で行うことができる。予備形成突起３７の接触角を後で維持する
ために冷却は重要であり、接触離型面４０の下の制御された温度の鋼板４５によって提供
された。従って、予備形成突起４４を固体にし、ベース４の前面２０と接触するのに好適
にした。接触離型面４０上の予備形成突起３７にベース４を被せた。ベース４の前面２０
は予備形成突起３７の末端部４６、即ち、半レンズ状の固化した液滴の上部と接触した。
ベース４の背面３より約１５ｍｍ上に熱風送風装置２３を固定した。高温ガス２１として
、６５０℃の空気（ヒーターの設定）をベース４の背面３に吹き付けたが、これは、離型
コンベヤ３９およびベース４を一緒に横方向２５に動かし続けたまま行うことができる。
空気の力から計算したとき、送風空気によってベース４の背面に約３８６Ｐａの過圧が作
り出された。熱風に約０．２６秒間曝されたとき、ベース４の各点を計算した（ライン速
度２．３ｍ／分を使用）。それは、ベース４が予備形成突起３７の末端部４６に押し付け
られ、固定されるように十分軟化するのに十分であった。末端部４６も予備形成突起をベ
ースに融着させるのに好適な程度に熱で溶融した。接触角７が縁部角度２として維持され
たとき、予備形成突起の自由高さ１９が維持された。次いで、全てを冷却したが、これは
送風機１で行うことができ、それによってベース４は平坦な形状を回復した。ベース４は
、それに固定される係合突起１３と一緒に、接触離型面４０から分離され、取り外され、
次いで、これを図１ａの方法を使用してリール３８に巻き取ることができる。形成された
係合突起１３は、典型的には全方向でベース４上に張り出すリム１００を有する平坦化さ
れた上部１８を有し、典型的には周囲全体がリム１２によって境界を定められたが、その
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角度２は本質的に接触角７に対応し、その縁部角度はこの実施例では平均約５９°であっ
た。係合突起１３の大多数は、各側面図で、平坦化された上部１８からベース４の前面２
０にある付着端部１０２まで厳密に先細りになる（厳密に凸状である）。
【００９８】
　図１ａの方法を使用する場合、予備形成突起３７を取り外した後、離型面４０の冷却さ
れた部分９を次の運転サイクルのために戻すことができる。しかし、次に粒子を接触離型
面上に分散させる前に、接触離型面４０を次のように清浄にしなければならない。接触離
型面４０を加熱手段２２で１７０℃に加熱することができる。ベース４の役割をする、前
面２９を有する本質的に二軸分子配向したポリエチレンフィルム３５を提供する。分子配
向したベース４を加熱された離型面４０に接触させ、シリコーンゴムロール４１で押し付
けることができる。ベース４を軟化させ、接触離型面の表面の微細なテクスチャに押し込
む。これによってベース４の収縮が防止されるのと同時に、その分子配向が減少する。ま
た、押し付けることによって、おそらく前の運転サイクルから離型面４０上に残されたポ
リマー粒子３６の残留物の汚染物８が、ベース４の前面２０に融合し、その中に消える。
次いで、送風機１で両方の層を冷却し、清浄にされた離型面６からベース４を分離させる
と、両方とも次の運転サイクルの準備が整う。
【００９９】
　この実施例を実際に、図１の装置の条件をシュミレートした実験ラインで行ったが、違
いは、連続ベルトを使用したのではなく、熱板を有するプラットホームを使用し、接触離
型面を速度制御されたキャリッジで移動させたことである。前述の散布装置と熱風送風装
置の下でこのキャリッジを移動させた。
【０１００】
実施例２：ファスナの形成方法
　図１ａに示す方法を参照する。この方法は、約５２ｍＪ／ｍ2の表面エネルギーを有す
るポリエステルフィルムの離型面４０を提供したという点で、実施例１のものと僅かに異
なった。接触離型面の温度は約１５０℃であった。この実施例の接触時間は約３０秒であ
り、このとき、形成された接触角７は平均約４３°であると観察された。
【０１０１】
実施例３：ファスナの形成方法
　この方法は、ベース４が、ポリエチレン層でコーティングされたポリエステルフィルム
であり、ポリエチレン層を前面２０として使用したという点で、実施例１のものと僅かに
異なった。最初、フィルムはポリエチレン表面２０に分子配向を有した。まずポリエステ
ルフィルムのポリエチレン面で接触離型面を清浄にした。全プロセスサイクル中、ポリエ
ステルは収縮又は軟化温度より低温に保たれた。
【０１０２】
実施例４：ファスナの形成方法
　本発明の第２の実施形態の方法を使用し、ＵＶラッカー、即ち、ＵＶ（即ち、紫外線）
照射により架橋するラッカーの液滴を粒子として提供し、実施例１の接触離型面を使用し
て予備形成突起を形成した。ヘルベルツ・メーベルラッケ社（Ｈｅｒｂｅｒｔｓ　Ｍｏｂ
ｅｌｌａｃｋｅ　ＧｍｂＨ）製の「ゾルクス（Ｓｏｌｌｕｘ）Ｄ１７７０ＧＬ０６１０」
と称されるラッカーを用い、約１０秒で、予備形成突起の縁部の全周に形成された約４０
°の均一な接触角が観察された。
【０１０３】
　希釈剤を用いて好適な粘度を２０℃で約４０～７５秒（ＤＩＮ　ＣＵＰ４で測定した時
）にすることができる。ラッカーをノズル又はスプレーヘッドを用いて約２００ミクロン
の液滴の形態で接触離型面上に均一に分散させることができる。加熱なしで接触角を形成
する。（値段は高くなるが、類似の表面エネルギーを有し、臭気の少ないＵＶラッカーが
入手可能である。）その後のＵＶ照射により、それらを硬化させることができる。ベース
は、分子配向がゼロで、任意の好適な、例えば、アクリルベースの熱接着共重合体又は連
結層材料の共押出しされた前面を有する、完全な熱可塑性フィルムとすることができる。
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予備形成突起を有する離型面の上にベースを被せ、高温ガスを使用して背面からベースを
軟化させ、ベースを硬化した予備形成突起に押し付けた後、冷却し、それによって、予備
形成突起との好適な固定を提供することができる。冷却後、ベースを取り外し、新しく形
成された係合突起を離型面から分離させることができる。
【０１０４】
実施例５：ファスナの形成方法
　図５ａ～図５ｃを参照する。本発明の第２の実施形態の方法を使用し、実施例１で使用
したポリエチレンフィルムのベース。この実施例は、ポリエチレンフィルムの前面を顆粒
で予め粗面化したという点で、実施例１とは異なる。予め粗面化させる顆粒をベース前面
に固定した。ベースを約１７０℃に保ち、その前面に低温の顆粒（ソルベイ「エルテック
ス」（Ｓｏｌｖａｙ　“Ｅｌｔｅｘ”）－サイズ３１５～５００ミクロン、密度０．９３
８のポリマー、メルトフローレート２．６の高密度ポリエチレン）を１ｃｍ2当たり顆粒
約１６０個送達することにより、予め粗面化された前面を調製した。この方法の間、とり
わけ前面と顆粒を固定する間、予め粗面化させる突起があまり変形しないようにする。予
備形成突起を予め粗面化させる顆粒の先端に固定し、このようにして図５ａ～図５ｃに示
す多層係合突起３１を形成し、それらは、より厚いループ布帛と係合することができる。
【０１０５】
実施例６：ファスナの形成方法
　本発明の第１の実施形態の方法を使用して、実施例１のものと同一のポリエチレンフィ
ルムをシート状のベースとして提供した。高密度ポリエチレン粉末顆粒（スイスのデュポ
ン・ポリマー・パウダーズ（Ｄｕ　Ｐｏｎｔ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｐｏｗｄｅｒｓ）、Ｓ．
Ａ．ＮＹ６４５４－Ｆ、反応器粉末からサイズ減少および篩い分けにより製造された）。
これらの粉末顆粒は、公称最大サイズ２００ミクロンであり、粒子の大部分が９０～１４
０ミクロンであり、融点１３１℃、メルトフローレート１０分当たり８グラムであった。
粒子のポリマーの表面エネルギーは約３１ｍＪ／ｍ2である。ベースを約１７０℃の温度
に保ち、散布装置を用いて粒子を加熱されたベース上にランダムに分散させ、適切な時間
後、粗面化されたベースを冷却したが、その時間は粒子を強く固定するのに十分長く、突
起の明確にアンダーカットされた形状を保つのに十分短く、突起の付着端部はその上面図
より小さかった。突起は、このようにして粒子で構成され、典型的には各１個の粒子を含
有する。ＰＴＦＥコンベヤとすることができるニップを接触変形面として使用した。ベー
スの背面から金属冷却面と接触させることによってベースを冷却し、突起の付着端部を固
く保つのと同時に、ニップを通過するとき、ベースの前面の突起の末端部を接触変形面と
接触させ、接触変形面で加熱溶融させた。ＰＴＦＥコンベヤを約１６０℃の温度に保った
。変形された突起が平坦化されるように、ニップの圧縮およびライン速度を設定し、その
平坦な上部は、付着端部の外側で全方向にベース上に張り出すリムを有した。
【０１０６】
　このプロセス中、接触は、ニップパラメータに応じて約０．２～１０秒かかる可能性が
あり、その後、変形された突起表面を冷却し、ニップを開放する。それによって、形成さ
れた平坦な上面は縁部によって境界が定められ、その角度は本質的に鋭角の接触角によっ
て決定される。最初、突起は明確にアンダーカットされている、即ち、ベースの前面の近
くが狭いということ、および、その上部分が平坦化されているということにより、係合突
起に、典型的には、各側面図で係合突起が平坦な上面からベースの前面まで厳密に先細り
になる形状が提供されている。突起の加熱された末端部の変形中、幾つかの係合突起が他
の隣接する係合突起と一体化できるように、即ち、それらが界面で一緒に溶融し、幾分細
長い係合突起を形成するように、粒子は、最初、好適な近接度で散布される。
【０１０７】
実施例７：ファスナ。図を参照する。
　この実施例のファスナ１４は、実施例１で製造されたものであった。それは、おむつ１
０の薄い又は極めて薄い、例えば、不織ループ布帛と係合するのに好適なファスナ１４で
ある。ファスナ１４の係合突起１３の大多数は、正確に１個のポリマー顆粒によって構成
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され、幾つかの「結合突起」４７は互いに一体化された少なくとも２個のポリマー顆粒に
よって構成された。係合突起１３は平坦な上部１７の平面内にあり、平坦な上部１７の境
界を定める縁部１２を備える。マントル面２８は縁部１２に沿って平坦な上部１７と接し
、縁部１２からベース４の前面２０にある付着端部１０２まで延びる。マントル面２７と
平坦な上部１７は、縁部１２全体に沿って、この実施例では、平均約５９°の鋭角の縁部
角度２に閉じている。縁部角度２は、上面１７の形成中、鋭角の接触角７によって本質的
に決定された。各係合突起１３の全側面図で、マントル面２８全体が厳密に凸状であり、
製造プロセスで使用される予備形成突起３７のレンズ形の丸い液滴の形状を維持した。更
に、各係合突起１３は、典型的にはその全側面図で、平坦な上部１７からベース４の前面
２０まで厳密に先細りになった。ファスナ１４の全厚は約１４０～１９０ミクロンであり
、係合突起１３の数は１ｃｍ2当たり約４６０であった。この係合突起の近接度と併せて
平坦な上部１７により、ファスナ１４の触感が極めて滑らかになった。平均的な大人は、
手で触っただけではその前面と平滑な背面をほとんど、実際、典型的には全く区別できな
いことが分かった。おそらく係合突起１３の付着端部面積が比較的小さいために、ファス
ナ１４は、約９０～１００ミクロンの低密度ポリエチレンフィルムと同じくらい可撓性が
あると知覚された。
【０１０８】
実施例８：ファスナ。図を参照する。
　この実施例のファスナ１４は、このファスナ１４が熱可塑性エラストマーベース４（ト
レデガー（Ｔｒｅｄｅｇａｒ）ＣＥＸ－８０２ＷＲ、５４ｇ／ｍ2から得られた熱可塑性
エラストマーフィルム）から製造されたという点で実施例７と異なる。フィルムは共押出
しされているように見えた。この弾性ファスナ１４は、おむつ１０および包装テープ４８
に好適である。
【０１０９】
実施例９：おむつ。図８を参照する。
　使い捨てベビー用おむつ１０は、不織布身体側表面５、下の通気性ポリマーフィルムに
連続的にラミネートされている約２０グラム／ｍ2のポリプロピレンスパンボンド不織布
３２を備える反対側の外面３３を備えた。端部でおむつ１０のウエストライン５０の後部
分に固定された左右のサイドテープ４９は、おむつ１０を着用者の周りに固定するため、
他の固定されていない端部に２つの対応する雄ファスニング部材２７を備えた。各雄ファ
スニング部材２７は、実施例７のファスナ１４の一片であり、各雄ファスニング部材２７
の寸法は以下の通りであった：ウエストラインに垂直な方向の幅５１は４５ｍｍ、引張り
方向、即ち、ウエストライン５０の方向の長さ５２は１４ｍｍであった。おむつは、雄フ
ァスニング部材２７と結合する別々のループランディングゾーン５３を備えなかった。ラ
ンディングゾーンは、雄ファスニング部材２７と分離可能な係合を作り出すことができる
外面３３の布帛３２によって形成された。外面３３の不織布３２と各雄ファスニング部材
２７との分離可能な係合は、約３５Ｎの剪断強度を有し、これは約５．５６Ｎ／ｃｍ2の
比剪断強度に相当した。
【０１１０】
実施例１０：包装テープ。図９を参照する。
　包装テープ４８は、坪量約１４ｇ／ｍ2の露出したスパンボンド不織ループテキスタイ
ル２６によって形成された第１の面１６を有した。包装テープ４８の反対側の第２の面４
３は、包装テープ４８を対象の周囲に固定するためのループテキスタイル２６と分離可能
に係合するのに好適な雄ファスニング部材２７を備えた。第２の面４３の雄ファスニング
部材２７は、実施例７によるファスナ１４であった。
【０１１１】
実施例１１：最新の雄ファスナと比較した本発明の雄ファスナの性能
　実施例７の新規なメカニカルファスナの剪断固定性能、即ち、ピーク剪断強度を、２０
０４年の終わりにハンガリーで入手可能であった市販のおむつに使用された幾つかのメカ
ニカルファスナのものと比較した。使用したおむつは、ハギーズ・スーパーフレックス（
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Ｈｕｇｇｉｅｓ　Ｓｕｐｅｒ－Ｆｌｅｘ）（以下「Ｈ」と称する）、パンパース・トータ
ル・ケア（Ｐａｍｐｅｒｓ　Ｔｏｔａｌ　Ｃａｒｅ）（以下「Ｐ」と称する）、およびリ
ベロ・ディスカバリ（Ｌｉｂｅｒｏ　Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ）（以下「Ｌ」と称する）であ
り、全てランディングゾーンに専用のループ前テープを有し、不織布外面を有した。テー
プタブを取り外し、タブを幅２０ｍｍ、引張方向の長さ１４ｍｍに切断することによって
、市販のおむつでピーク剪断強度を測定した。次いで、両面接着テープを使用して、ルー
プ材料をアルミニウムパネルに接着させた。次いで、各場合に、指圧を加えることによっ
て、対応する雄ファスナをループ材料に押し付けるのと同時に、垂直方向に約０．５ｋｇ
の剪断力を及ぼした。次いで、指圧を取り除き、初期重量約０．５ｋｇがまだ存在する状
態で、メカニカルファスナがループ材料から分離するまでこの積層体を引っ張ることによ
り手動で剪断荷重を連続的に増加させた。分離が起こった荷重をピーク剪断力として測定
したが、それを下記の表に記載する。
【０１１２】
　更に、本発明のメカニカルファスナ２７を、おむつで使用するように特別に設計された
おむつループ前テープに当てて試験したが、以下、次のように称する：「ＮＷ」：開発中
の低嵩高のスパンボンド不織布おむつ用ループテープ；および、「Ｋ」：ドイツ、ケスタ
ー（Ｋｏｅｓｔｅｒ）からＦＴ－８００Ｔ－ＮＣの商品名で市販されているロックループ
おむつ用前テープ。前テープ「Ｋ」は市販されており、おむつに使用される最新のおむつ
用ループ材料であった。
【０１１３】
【表１】

【０１１４】



(26) JP 5290743 B2 2013.9.18

10

20

30

40

50

　別々の試験で、次の手順を使用して長期測定を行った。背面を紙（両面接着テープで取
り付られた）および箱封緘テープで補強した実施例１のファスナの長さ１００ｍｍ×幅２
５ｍｍのサンプルで試験サンプル細片を準備した。この試験サンプルを使用して、前述の
市販のおむつのループ材料に接着する実施例１の雄ファスナの能力を決定した。試験サン
プルのファスナ材料の末端１４ｍｍを、均一な指圧を加えることにより前述のループ材料
および不織布おむつ背面に接着させた。１．０ｋｇの重りをサンプル細片の反対側の端部
に垂直方向に取り付けた。試験サンプルは全て、２４時間後にまだ垂下していた。幾つか
のサンプルは、２４時間をゆうに過ぎても付着したままであった。実施例５に従って製造
されたメカニカルファスナサンプルを、前ループテープ「Ｋ」を用い、前記の２４時間に
代わり９０日にわたって前述の長期剪断試験で更に試験した。
【０１１５】
実施例１２：ファスナの形成方法。図１０を参照する。
　本発明の第２の実施形態の方法を使用して、ロワク社（Ｒｏｗａｋ　ＡＧ）から「ロワ
リット（Ｒｏｗａｌｉｔ）Ｎ－ｌＯＯ－６　８０－２００ミクロン」の商品名で入手可能
な高密度ポリエチレン粉末の顆粒をポリマー粒子３６として提供した。これらのポリマー
粉末は、公称サイズ範囲８０～２００ミクロンであり、メルトフローレート１０分当たり
６～８グラムであった。粒子のポリマーの表面エネルギーは約３１ｍＪ／ｍ2であった。
シート状のベース４として、厚さ３０ミクロンの単層ポリエチレンフィルムシートを使用
し、シートは、第１および第２のポリエチレンの３０％対７０％の混合物（ブレンド）で
あった。第１のポリエチレンは、ＴＶＫ　ｒｔからティペリン（Ｔｉｐｅｌｉｎ）８００
０Ｆの商品名で入手可能な高密度双峰性ポリエチレンであり、次のパラメータを有した：
メルトフローレート１０分当たり６グラム（２１．６ｋｇ／１９０℃）、密度０．９４５
～０．９５１ｇ／ｃｍ3、ショアＤ硬さ６１。第２のグレードは、ＴＶＫ　ｒｔからティ
ペリン（Ｔｉｐｅｌｉｎ）ＦＳ４７１－０２（２．１６ｋｇ／１９０℃）の商品名で入手
可能な高密度ポリエチレンであり、次のパラメータを有した：メルトフローレート１０分
当たり０．１８グラム、密度０．９４７ｇ／ｃｍ3。最初に提供されたとき、ベース４は
、約６７％の長手方向熱収縮性と約４２％の横方向熱収縮性を有した。離型面４０として
、それが黒色帯電防止であったこと以外、実施例１で使用した「ケムグラス（Ｃｈｅｍｇ
ｌａｓ）」ブランドのＰＴＦＥ塗工ガラス繊維ウェブで製造された接触離型面。実際の実
施例は、前記実施例１に記載した実験ラインで行った。後述のように、図１０ａに示すも
のなどの連続ラインでフィルムを前処理（アニール）したこと以外、この実施例では、接
触離型面を少なくとも１４０℃に加熱した。
【０１１６】
　しかし、この実施例は、全部、図１０ａに示す連続装置で実施することができる。この
装置では、離型コンベヤ３９は２つの駆動ローラ１１の周囲を移動した。離型面４０は水
平に保たれた。（図１ａの右側の）離型コンベヤ３９の上経路が開始する（好ましくは加
熱された）駆動ローラ１１のところで、離型面４０は加熱手段２２を用いて加熱される。
ベース４は、この時点ではまだ分子配向した状態にあり、加熱されたテクスチャ加工離型
面４０（例えば、エンボス加工されている）に接触され、ショアＡ硬さ値が４０のシリコ
ーンゴムロール４１を用いて押し付けられた。ベース４は、接触した時点で軟化され、ケ
ムグラス（Ｃｈｅｍｇｌａｓ）離型面の表面の微細なテクスチャに押し込まれる。これに
よって、ベース４の収縮が防止されるのと同時に、その分子配向が幾らか失われる。連続
プロセスでは、この前処理を使用して汚染物８を取り除くこともできるが、汚染物８はお
そらく前の運転サイクルのポリマー粒子３６の残留物から離型面４０上に残されたもので
あり、ベース４の前面２０に融合し、その中に消えた。ベース４は、約３秒間、高温の離
型面４０と接触した。次いで、ベース４を送風機１で冷却し、脱離位置５４で離型面４０
から脱離させた。前処理されたベース５７は、約５１％の長手方向熱収縮性と約１９％の
横方向熱収縮性のバランスを有した。この時点のフィルムを連続ラインから取り出し、実
験ラインで更に処理した。しかし、連続プロセスを使用して、前処理され脱離されたベー
ス５７を、離型コンベヤ３９の上に位置決めされ浮動ローラ６０を含むフィルムバッファ
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５９に通すことができ、その後、接触離型面上の既に形成された予備形成突起４４上に戻
した後、ガスノズル５５の下を移動させる。実験ラインのプレート上の前処理されたフィ
ルムに幅１ｃｍ当たり１．６７グラムの長手方向の張力を維持し、それを平滑に保った。
連続プロセスで、浮動ローラ６０の位置をモニタすることにより浮動ローラ６０でこの張
力を維持することができる。浮動ローラ６０が上昇すると、それは、前処理セクションが
ベースフィルムをフィルムバッファ５９に供給するよりも速く、ノズル５５の下のベース
フィルムが消費されている、即ち、製造されるファスナは、それが製造されるベース４の
元の長さよりも長手方向が短いことを意味する。これは、前処理されたベース５７の長手
方向熱収縮性が高すぎることによって起こる。この場合、脱離位置５４を離型コンベヤ３
９表面に沿って駆動ローラ１１からより遠くにずらし、ベース４の前処理時間をより高く
設定することができる。前処理が長い方が、配向がより多く緩和され、その結果、前処理
されたベース５７の残留長手方向熱収縮性が少なくなる。フィルムバッファ５９に供給さ
れる過剰のフィルムを調整するプロセスは、同様にその反対である。この負のフィードバ
ックを使用して、動的フィードバック制御システムで、前処理されたベース５７の長手方
向熱収縮性をバランス値に減少させることができる。或いは、システムを動的に調整して
バランス値にするため、前処理セクションにおける離型面４０の温度を使用することもで
きる。
【０１１７】
　水平な離型面４０のポリマー粒子３６が散布される場所を約１００℃の温度に保つこと
ができる。この温度は、ポリマー粒子３６が散布装置４２内で尚早に軟化又は溶融し得な
いようにするのに十分低いが、離型面４０に到達するポリマー粒子３６が跳ね返ることを
防止するのに十分高く、これは、ポリマー粒子３６が接触離型面上に均一に分散するのに
重要である。ポリマー粒子３６が最初にランディングする接触離型面４０のランディング
領域が、ポリマー粒子３６を少なくとも部分的に軟化させるのに十分に高温でない場合、
ポリマー粒子３６は跳ね返る傾向があり、その結果、不均一な分散が得られる。連続ライ
ン上での散布の下流で、接触離型面４０は下から約１８０℃の温度に加熱される。実験ラ
インでの加熱は、接触離型面４０の下の熱板２４（連続プロセスでは離型コンベヤ３９の
下とすることができる）によって提供されたが、上側の高温チャンバを更に使用すること
もできる。実験ライン上のポリマー粒子３６は、散布装置４２で１ｃｍ2当たり顆粒約３
４０個（約１６ｇ／ｃｍ2に相当する）の平均密度で均一に分散された。散布装置４２か
ら離型面４０までのポリマー粒子３６の自由落下距離は約３０ｍｍであった。ポリマー粒
子３６の自由落下が大きくなると、その結果、粒子の不均一な分散が得られる可能性があ
る。高温の離型面４０と散布装置４２との距離が小さいため、散布装置４２の散布スクリ
ーンの下に遮熱材を設けた。遮熱材は、冷却流体に接続された、横方向に配置された２列
の互い違いの真鍮管であり、この場合、冷却流体は空気であったが、水又は他の任意の好
適な冷却流体を使用することもできる。ポリマー粒子を過剰の熱から保護する必要がある
他の位置に断熱材を使用することもできる。ほとんどどの粒子も別々のままであり、それ
によって離型面４０上に別々の予備形成突起３７が形成され、対応する末端部４６も形成
された。粒子は離型面４０の熱によって加熱され、それによって半液体状態に変化した。
ポリマー粒子３６を離型面４０上に配置した約３０秒後に、それらは、写真による観察に
基づいて平均約５９°の接触角７を有する予備形成突起３７を形成した。接触離型面上で
ほとんどどの粒子も別々のままであったが、粒子の幾つかは、隣接する粒子と一緒に溶融
し、「結合した突起」を形成した。次いで、離型面４０を冷却し、約７０℃の温度に維持
した。それは、予備形成突起３７の縁部角度を後で維持するのに重要であり、連続ライン
では、離型コンベヤ３９の下で制御された温度のアルミニウム板５８で提供することがで
きる。この時点で、予備形成突起４４は少なくとも部分的に固体であり、ベース４の前面
２０との接触に好適である。離型面４０上の予備形成突起３７の上に、前処理されたベー
ス５７を被せた。ベース４の前面２０は、予備形成突起３７の末端部４６、即ち、半レン
ズ状の固化した液滴の上部と接触した。このとき、前処理されたベース５７は、約５１％
の長手方向熱収縮性と約１９％の横方向熱収縮性を有した。熱風ノズル５５をベース４の
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背面３より１０ｍｍ上に離間配置した。ノズル５５の間隙を横方向２５にベース４の動き
に合わせて設定する。間隙のサイズは、長さ３００ｍｍ、幅４ｍｍであった。高温ガス２
１はベース４の背面３に放出される２７１℃の温度（ノズルの出口間隙近傍で熱電対を使
用して測定した）の空気であり、一方、ベース４は横方向２５に動き続けた。ノズル５５
の間隙からの空気流の動的力を間隙の１０ｍｍ下で測定すると、間隙の長さ１ｃｍ当たり
５．８９グラムであった。接触離型面の速度は４メートル／分に保たれた。これは、ベー
ス４がその収縮温度以上で加熱され、予備形成突起３７の末端部４６に押し込まれ、固定
されるのに十分軟化されるのに十分であった。末端部４６は、また、熱を用いた固定、即
ち、融着を引き起こすのに好適な程度に熱で部分的に溶融しているように見えた。予備形
成突起の自由高さが係合突起の高さとして維持されるのと同時に、接触角７は概ね縁部角
度２として維持された。次いで、連続プロセスでは、送風機１で全てを冷却することがで
き、それによってベース４は元の平坦な形状を回復する。ベース４は、固定された係合突
起１３と一緒に離型面４０から分離され、取り外された後、連続プロセスではリール３８
に巻き取ることができる。係合突起１３は、典型的には全方向でベース４上に張り出すリ
ム１００を有し、縁部１２によって連続的に境界が定められる平坦化された上部を有し、
その縁部角度２は本質的に接触角７に対応した。次いで、連続プロセスでは、離型面４０
の冷却された部分９を次の運転サイクルに使用することができる。このプロセスで製造さ
れたファスナは、４７％の長手方向熱収縮性と１６％の横方向熱収縮性を有した。このフ
ァスナを更に熱処理し、係合突起１３間の距離を減少させることができる。
【０１１８】
実施例１３：ファスナの形成方法。
　この方法は、ノズルが、主方向を横断し、ベースの背面から１０ｍｍ上に位置決めされ
た３ｍｍの間隙幅を有したという点で、実施例１２のものとは僅かに異なる。ノズルによ
って放出される空気の温度は約６００℃（ノズルのところで測定した時）であり、間隙の
１０ｍｍ下で測定した動的力は、間隙長さ１ｃｍ当たり１１．７７グラムであった。予備
形成突起の上部に被せたベースを幅１ｃｍ当たり１．６７グラムの力で引っ張り、それを
平滑に保った。ノズルの下に入るとき、離型面の温度は７０℃であった。ノズルの下の接
触離型面の直線速度は、毎分約３０メートルであった。形成されたファスナは、それが製
造されたベースフィルム片より、長手方向で５％長かった。
【０１１９】
実施例１４：最新の雄ファスナと比較した本発明の雄ファスナの性能。
　実施例１３の新規なメカニカルファスナの剪断固定性能、即ち、ピーク剪断強度を、２
００４年の終わりにハンガリーで入手可能であった市販のおむつに使用された幾つかのメ
カニカルファスナのものと比較した。使用したおむつは、前記実施例１１に記載したもの
であった。前記実施例１１に記載したように、ピーク剪断強度を測定した。
【０１２０】
　更に、実施例１３のメカニカルファスナ２７を、前記実施例１１に明記したように「Ｎ
Ｗ」および「Ｋ」と称されるおむつ用ループ前テープに当てて試験した。
【０１２１】
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【表２】

【０１２２】
実施例１５：ファスナの形成方法。図１０および図１１を参照する。
　本発明の第２の実施形態の方法を使用して、ロワク社（Ｒｏｗａｋ ＡＧ）から「ロワ
リット（Ｒｏｗａｌｉｔ）Ｎ－ｌＯＯ－６ ８０－２００ミクロン」の商品名で入手可能
な高密度ポリエチレン粉末の顆粒をポリマー粒子３６として提供した。これらのポリマー
粉末は、公称サイズ範囲８０～２００ミクロンであり、メルトフローレート１０分当たり
６～８グラムであった。粒子のポリマーの表面エネルギーは約３１ｍＪ／ｍ2であった。
シート状のベース４として、厚さ３０ミクロンの単層ポリエチレンフィルムシートを使用
し、シートは、第１および第２のポリエチレンの３０％対７０％の混合物（ブレンド）で
あった。第１のポリエチレンは、ＴＶＫ ｒｔからティペリン（Ｔｉｐｅｌｉｎ）８００
０Ｆの商品名で入手可能な高密度双峰性ポリエチレンであり、次のパラメータを有した：
メルトフローレート１０分当たり６グラム（２１．６ｋｇ／１９０℃）、密度０．９４５
～０．９５１ｇ／ｃｍ3、ショアＤ硬さ６１。第２のグレードは、ＴＶＫ ｒｔからティペ
リン（Ｔｉｐｅｌｉｎ）ＦＳ４７１－０２の商品名で入手可能な高密度ポリエチレンであ
り、次のパラメータを有した：メルトフローレート１０分当たり０．１８グラム、密度０
．９４７ｇ／ｃｍ3。離型面４０として、それが黒色帯電防止であったこと以外、実施例
１で使用した「ケムグラス（Ｃｈｅｍｇｌａｓ）」ブランドのＰＴＦＥ塗工ガラス繊維ウ
ェブで製造された接触離型面。離型コンベヤ３９は２つの駆動ローラ１１の周囲を移動し
た。それらの間で離型面４０は水平に保たれた。ベース４を前記実施例１２に記載したよ
うにアニールした。水平な離型面４０のポリマー粒子３６が散布される場所を約１００℃
の温度に保つ。散布位置の下流で、接触離型面４０を少なくとも約１８０℃の温度に加熱



(30) JP 5290743 B2 2013.9.18

10

20

30

40

50

した。加熱は、離型コンベヤ３９の下で熱板２４によって提供された。ポリマー粒子３６
を散布装置４２で分散させた。散布装置４２から離型面４０までのポリマー粒子３６の自
由落下の高さを約３０ｍｍに保った。ほとんどどの粒子も他の粒子と別々のままであり、
このようにして、離型面４０に着座し且つ離型面４０から対応する末端部４６まで突出す
る別々の予備形成突起３７が形成される。粒子は離型面４０の熱で加熱され、それによっ
て、溶融状態、即ち、半液体状態に保たれる。ポリマー粒子３６が離型面４０に到達した
約３０秒後に、それらは離型面４０に接触する縁部１２に沿って、鋭角の接触角７を有す
る予備形成突起３７を形成する。粒子が離型面４０に到達して約３０秒で、予備形成突起
３７は所望の鋭角の接触角を形成する。ほとんどどの粒子も別々のままであるが、それら
の幾つかは隣接する粒子と一緒に溶融し、「結合した突起」を形成する。次いで、離型面
４０を約７２℃の温度に冷却し、約７２℃の温度に保つ。離型コンベヤ３９の下に制御さ
れた温度のアルミニウム板５８を提供した。予備形成突起４４は固化され、ベース４の前
面２０との接触に好適であった。予備形成突起３７を有する離型面４０の上に、前処理さ
れたベース５７を被せた。ベース４の前面２０は、予備形成突起３７の末端部４６、即ち
、半レンズ状の固化した液滴の上部と接触した。熱風ノズル５５をベース４の背面３より
１０ｍｍ上に固定した。ノズル５５の間隙を横方向２５にした。間隙のサイズは、長さ３
００ｍｍ、幅４ｍｍであった。高温ガス２１として、測定温度４９９℃の空気をベース４
の背面３上に放出するのと同時に、離型コンベヤ３９とベース４を一緒に横方向２５に動
かし続けた。ノズル５５の間隙の空気流の動的押圧力を間隙の１０ｍｍ下で測定すると、
間隙長さ１ｃｍ当たり２．３２グラムであった。離型コンベヤ３９の速度を２．９メート
ル／分に保った。真空装置１０５（真空装置の末端部に隣接したところで始まる、高さ１
．６ｍｍ長さ５０ｃｍの間隙開口部１０７を有する、長さ７５ｃｍ×幅５ｃｍ×厚さ４．
６ｍｍの長方形のチャンバ）は、図１１に示すファン（ドイツ、シーメンス・ナッシュ－
エルモ（Ｓｉｅｍｅｎｓ Ｎａｓｈ－Ｅｌｍｏ）製のエルモ（ＥＬＭＯ）－Ｇ ２ＢＨ１）
の吸気口に接続され、コンベヤの下に位置決めされ、アルミニウム板５８の丸い前縁部１
０６の下流から約１～２ｍｍのところにあった。離型面４０が平滑で、本質的に皺がなく
なるまで、真空チャンバをアルミニウム板に対して移動させることにより真空を調節した
。また、末端部４６は好適な程度に熱で溶融し、このようにして、熱で末端部をベースに
固定した、即ち、融着した。次いで、送風機１で全てを冷却し、それによってベース４は
元の平坦な形状を回復した。ベース４は、それに固定された係合突起１３と一緒に離型面
４０から分離され、取り外された後、リール３８に巻き取られる。係合突起１３は、典型
的には全方向でベース４上に張り出し、縁部１２によって全周、境界が定められる平坦化
された上部を有し、その平均角度２は本質的に平均接触角７に対応した。
　本出願では、以下の態様が提供される。
１．　ループ布帛と係合するファスナ（１４）であって、複数の係合突起（１３）のある
前面（２０）を有するベース（４）を備え、前記係合突起の少なくとも幾つかが、前記突
起を取り囲む縁部角度を形成する上面端部と、付着端部と、前記上面端縁部から前記付着
端部まで延在するマントル面とを有し、前記マントル面（２８）の側面図の少なくとも１
つの輪郭線が、上面縁部から前記付着端部まで厳密に凸状である、ファスナ（１４）。
２．　ループ布帛と係合するファスナ（１４）であって、複数のランダムに分布された係
合突起（１３）のある前面（２０）を有するシート状のベース（４）を備え、前記係合突
起の少なくとも幾つかが上面端部と付着端部とを有し、前記少なくとも幾つかの係合突起
のうち少なくとも幾つかの隣接する係合突起が、隣接する側縁部に沿って結合し、結合し
た係合突起を形成する、ファスナ（１４）。
３．　ループ布帛と係合するファスナ（１４）であって、複数の係合突起（１３）のある
前面（２０）を有するシート状のベース（４）を備え、前記係合突起の少なくとも幾つか
が上面端部と付着端部とを有し、前記付着端部が前記ベースの前面に融着され、前記上面
が前記突起を少なくとも部分的に取り囲む縁部を形成する、ファスナ（１４）。
４．　態様１、２および／又は３のいずれかの組み合わせによる、ループ布帛と係合する
ファスナ（１４）。



(31) JP 5290743 B2 2013.9.18

10

20

30

40

50

５．　前記係合突起が前記ベースに固定されている、態様１、２又は４のいずれか一項に
記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
６．　前記係合突起が、前記ベースに融着された粒子で形成されている、態様１、２又は
４のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
７．　前記マントル面全体が厳密に凸状である、態様１～６のいずれか一項に記載のルー
プ布帛と係合するファスナ（１４）。
８．　前記マントル面の形状がレンズ状である、態様１～７のいずれか一項に記載のルー
プ布帛と係合するファスナ（１４）。
９．　前記マントル面が本質的にカップ形である、態様１～８のいずれか一項に記載のル
ープ布帛と係合するファスナ（１４）。
１０．　前記少なくとも幾つかの係合突起上面が、前記係合突起を完全に取り囲む縁部を
形成する、態様１～９のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１１．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、少なくとも前記上面で実質的に配向してい
ない、態様１～１０のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１２．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、実質的に配向していない、態様１～１１の
いずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１３．　前記付着端部面積が、前記上面の面積より小さい、態様１～１２のいずれか一項
に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１４．　前記少なくとも幾つかの係合突起上面端部が、実質的に平坦である、態様１～１
３のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１５．　前記少なくとも幾つかの係合突起上面端部が、構造化されている、態様１～１４
のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１６．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、１０°～８５°の縁部角度を形成する、態
様１～１５のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１７．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、３０°～８０°の縁部角度を形成する、態
様１６に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１８．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、前記ベースの前面にランダムに分布されて
いる、態様１～１７のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
１９．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、ランダムなサイズおよび／又は形状を有す
る、態様１～１８のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
２０．　前記少なくとも幾つかの係合突起は、前記縁部が鋭い曲率半径を有する、態様１
～１９のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
２１．　前記少なくとも幾つかの係合突起が第１の材料で形成され、前記ベースの前面が
前記第１の材料とは幾つかの特性が異なる第２の材料で形成されている、態様１～２０の
いずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
２２．　前記少なくとも幾つかの係合突起の第１の材料が、前記ベースの前面を形成する
前記第２の材料とは異なるポリマーである、態様１～２１のいずれか一項に記載のループ
布帛と係合するファスナ（１４）。
２３．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、熱可塑性ポリマーで形成されている、態様
１～２２のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
２４．　前記ベースがポリマーフィルムである、態様１～２３のいずれか一項に記載のル
ープ布帛と係合するファスナ（１４）。
２５．　前記ベースが多層ポリマーフィルムである、態様２４に記載のループ布帛と係合
するファスナ（１４）。
２６．　前記ベースが粗面化されている、態様１～２５のいずれか一項に記載のループ布
帛と係合するファスナ（１４）。
２７．　前記ベースが、前記ベースに固定されている粒子により粗面化されている、態様
２６に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
２８．　前記ベースがエンボス加工により粗面化されている、態様２６に記載のループ布
帛と係合するファスナ（１４）。
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２９．　前記ベースが厚さ５～１００ミクロンである、態様１～２８のいずれか一項に記
載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３０．　前記ファスナベースが不織布である、態様１～２９のいずれか一項に記載のルー
プ布帛と係合するファスナ（１４）。
３１．　前記ベースが熱収縮性である、態様１～３０のいずれか一項に記載のループ布帛
と係合するファスナ（１４）。
３２．　前記ベースが、少なくとも１％の縦方向の熱収縮性を有する、態様３１に記載の
ループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３３．　前記ベースが、５０％未満の横方向の熱収縮性を有する、態様１～３２のいずれ
か一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３４．　前記ベースは、横方向の熱収縮性が縦方向の熱収縮性より低い、態様３１～３３
のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３５．　前記係合突起が、少なくとも２種類の異なる粒子で形成されている、態様１～３
４のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３６．　幾つかの粒子が他の粒子に付着し、多層係合突起を形成している、態様１～３５
のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３７．　前記少なくとも幾つかの係合突起が硬質ポリマーで形成されている、態様１～３
６のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
３８．　少なくとも幾つかの隣接する係合突起が、隣接する側縁部に沿って結合し、結合
した係合突起を形成する、態様１および態様３～３７のいずれか一項に記載のループ布帛
と係合するファスナ（１４）。
３９．　前記少なくとも幾つかの係合突起が、ステムを有していない、態様１～３８のい
ずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
４０．　少なくとも幾つかの係合突起縁部が縁部ライン（１２）の周囲を有し、前記突起
のこのような周囲の平均値と平均高さとの比が４．５～２０である、態様１～３９のいず
れか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４）。
４１．　前記少なくとも幾つかの係合突起上面が面積を有し、前記付着端部は、それが前
記ベースの前面に付着する面積を有し、前記上面の平均面積と、前記付着端部の付着端部
平均面積の比が１．５６～２５である、態様１～４０のいずれか一項に記載のループ布帛
と係合するファスナ（１４）。
４２．　少なくとも幾つかの係合突起の体積が、０．００００３３５ｍｍ3～３３．５ｍ
ｍ3である、態様１～４１のいずれか一項に記載のループ布帛と係合するファスナ（１４
）。
４３．　態様４４～７２又は態様７３～８０のいずれか一項に記載の方法で得られる、ル
ープ布帛と係合するファスナ（１４）。
４４．　・複数の好適なポリマー粒子を提供する工程、・前面を有するベースを提供する
工程、・好適な表面エネルギーの接触離型面を提供する工程、・前記接触離型面上に前記
複数のポリマー粒子を分散させ、それによって、前記接触離型面に着座し且つ前記接触離
型面から対応する末端部まで突出する別々の予備形成突起を形成する工程、・好適な粘度
の少なくとも半液状で前記接触離型面上に分散されるポリマー粒子を提供し、前記粒子の
少なくとも幾つかが、前記ポリマー粒子の表面エネルギーと前記接触離型面の表面エネル
ギーに影響される接触縁部を有する予備形成突起に変化するのに十分な時間、前記接触離
型面と接触する工程、・前記ベースの前面を前記予備形成突起の少なくとも幾つかの末端
部と接触させ、固定する工程、・前記ベースを取り外し、それによって、前記ベースに固
定されている前記予備形成突起を前記離型面から分離させる工程、および・それによって
、前記ベースの前面から突出する係合突起を形成する工程、を含む、ファスナの形成方法
。
４５．　前記接触離型面が本質的に平坦である、態様４１に記載の方法。
４６．　前記接触離型面上の前記全ポリマー粒子が、少なくとも半液体状態で提供される
、態様４４～４５のいずれか一項に記載の方法。
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４７．　前記接触離型面上の前記ポリマー粒子が、鋭角の縁部角度を有し、前記ベース上
に少なくとも部分的に張り出すリムを備える上部を形成するのに十分な時間、前記接触離
型面と接触する、態様４４～４６のいずれか一項に記載の方法。
４８．　少なくとも幾つかの別々の予備形成突起が、予備形成突起１つ当たり正確に１個
のポリマー粒子を含む、態様４４～４７のいずれか一項に記載の方法。
４９．　前記予備形成突起の少なくとも幾つかに、３０°～８０°の鋭角の接触角が提供
される、態様４４～４８のいずれか一項に記載の方法。
５０．　少なくとも幾つかの係合突起に、前記少なくとも幾つかの係合突起上面端部が前
記突起を取り囲む縁部角度を形成する形状と、付着端部と、前記上面端縁部から前記付着
端部まで延在するマントル面とを提供し、前記マントル面（２８）の側面図の少なくとも
１つの輪郭線が、上面縁部から前記付着端部まで厳密に凸状である、態様４４～４９のい
ずれか一項に記載の方法。
５１．　前記予備形成突起に接触角を提供する工程中、幾つかの予備形成突起が他の隣接
する予備形成突起と結合する、態様４４～５０のいずれか一項に記載の方法。
５２．　前記ポリマー粒子が、第１の表面エネルギーの熱可塑性ポリマーで形成され、前
記ポリマー粒子を軟化温度より高温で加熱することにより、前記ポリマー粒子を好適な粘
度の少なくとも半液体状態にする、態様４４～５１のいずれか一項に記載の方法。
５３．　前記接触離型面の表面エネルギーが、ａ）６０ｍＪ／ｍ2と、ｂ）前記第１の表
面エネルギー、の合計より低い、態様５２に記載の方法。
５４．　前記接触離型面の表面エネルギーが、前記第１の表面エネルギーより低い、態様
５２に記載の方法。
５５．　前記接触離型面の表面エネルギーが、ａ）前記第１の表面エネルギーと、ｂ）２
３ｍＪ／ｍ2、の差より高い、態様５２～５４のいずれか一項に記載の方法。
５６．　・熱可塑性の前面と、反対側にある背面とを有するシート状のベースを提供し、
・前記ベースの前面を前記予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部と固定する工程が、
融着による固定を含む、態様４４～５５のいずれか一項に記載の方法。
５７．　ポリマー粒子が、１０分当たり１～９０グラムのメルトフローレートを有する熱
可塑性ポリマーで形成される、態様５６に記載の方法。
５８．　前記融着により固定する工程が、前記ベースの前面を前記予備形成突起の少なく
とも幾つかの末端部と接触させる間、前記ベースの背面を、前記予備形成突起末端部又は
前記ベースの前面の軟化温度の少なくとも１つより高温のガスと接触させ、それによって
前記ベースを加熱すること、および、前記加熱されたベースの背面のガス圧を、前記ベー
スの前面の圧力より高くし、それによって、前記加熱されたベースを前記予備形成突起の
少なくとも幾つかの末端部に押し付け、前記予備形成突起末端部の前記ベースの前面への
融着を促進することを含む、態様５６～５７のいずれか一項に記載の方法。
５９．　・加熱されたガスを放出するように構成されている１つ以上のガスノズルを提供
し、・前記ベースの背面を前記１つ以上のガスノズルによって放出される前記加熱された
ガスと接触させるのと同時に、前記ベースを前記１つ以上のガスノズルに対して本質的に
前記シート状のベースの面内で第１の方向に動かし続ける、態様５８に記載の方法。
６０．　前記融着が、前記ベースを熱収縮温度より高温に加熱することを含む、態様５６
～５９のいずれか一項に記載の方法。
６１．　前記ベースは、縦方向の熱収縮性、即ち、長手方向熱収縮性が少なくとも１％で
ある、態様４４～６０のいずれか一項に記載の方法。
６２．　長さ方向に垂直な方向での前記ベースの熱収縮性、即ち、前記横方向熱収縮性が
、・ゼロ、又は・ゼロとは異なり、前記長手方向熱収縮性より低い、態様４４～６１のい
ずれか一項に記載の方法。
６３．　前記ベースの前記横方向熱収縮性が５０％未満である、態様６２に記載の方法。
６４．　前記横方向熱収縮性が少なくとも１％である、態様６２～６３のいずれか一項に
記載の方法。
６５．　前記形成されたファスナのウェブの長さが、前記ファスナが形成される処理の前
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に提供された時の前記ベースの長さの８０％より大きく、１２０％未満である、態様４４
～６４のいずれか一項に記載の方法。
６６．　少なくとも１％の長手方向熱収縮性を有するファスナが形成される、態様４４～
６５のいずれか一項に記載の方法。
６７．　前記形成されたファスナが、その後、少なくとも前記長さ方向で熱収縮される、
態様６６に記載の方法。
６８．　前記ベースの前面を前記予備形成突起の少なくとも幾つかの末端部と接触させ、
固定する工程の前に、前記ベースが前処理され、前記ベースの前処理が、・前処理離型面
を提供する工程、・前記前処理離型面を、前記ベースの前面の軟化温度より高い好適な温
度に加熱する工程、・前記ベースの前面を、前記加熱された前処理離型面と接触させ、押
し付け、それによって前記ベースの少なくとも前面を軟化させる工程、・好適な時間、前
記軟化された前面を前記加熱された前処理離型面と接触した状態に保つのと同時に、前記
ベースが自由に収縮しないようにし、それによって、少なくとも長手方向の熱収縮性を減
少した値に減少させる工程、および・前記ベースを前記前処理離型面から分離させる工程
、を含む、態様４４～６７のいずれか一項に記載の方法。
６９．　前記前処理されたベースで達成される長手方向熱収縮性の減少は、前記形成され
たファスナの長さの値が、その前処理前に提供された時の前記ベースの長さと本質的に同
じであるようなバランス値である、態様６８に記載の方法。
７０．　前記バランス値が、前記ベースの前処理中、・前記前処理離型面の温度と、・接
触の持続時間、の一方又は両方を調整することにより連続的に維持される、態様６９に記
載の方法。
７１．　離型ベルト外面を有し、ベルト経路に沿って循環運動し続けるエンドレス離型ベ
ルトが、前記接触離型面として提供される、態様７０に記載の方法。
７２．　前記エンドレス離型ベルトが、前記前処理離型面を形成する前記ベルト経路の第
１の位置にある第１の部分と、前記接触を形成する前記第１の位置からずれている前記ベ
ルト経路の第２の位置にある第２の部分とを有し、前記ベースが、前記ベルトと同期的に
運動し続ける連続ベースウェブの形態で提供され、前記第１および第２の位置で前記離型
ベルト外面と接触する、態様７１に記載の方法。
７３．　・複数の好適な熱可塑性粒子を提供する工程、・前面を有するベースを提供する
工程、・前記ベース前面上に前記複数のポリマー粒子をランダムに分散させ、接着させ、
それによって、付着端部で前記ベースに付着され且つ前記ベース前面から対応する末端部
まで突出する別々の突起を形成する工程、・接触面を有する変形手段を提供する工程、・
前記突起の末端部を前記変形手段の接触面と接触させ、それらが鋭角の縁部角度を備える
リムを形成するように前記末端部を変形させ、それによって係合突起を形成する工程、を
含む、ファスナの形成方法。
７４．　前記変形手段が、前記末端部を軟化温度より高温に加熱する、態様７３に記載の
ファスナの形成方法。
７５．　前記ベース前面と、前記ベース前面に隣接する前記突起端部が安定になる温度に
前記ベースを冷却する、態様７３～７４のいずれか一項に記載のファスナの形成方法。
７６．　鋭角の縁部角度（２）を有する縁部のある実質的に平坦な表面を形成するように
、前記加熱された末端部を変形させる、態様７３～７５のいずれか一項に記載のファスナ
の形成方法。
７７．　少なくとも幾つかの別々の突起が、突起１つ当たり正確に１個のポリマー粒子を
含む、態様７３～７６のいずれか一項に記載の方法。
７８．　前記突起の少なくとも幾つかに３０°～８０°の鋭角の縁部角度（２）を提供す
る、態様７３～７７のいずれか一項に記載の方法。
７９．　前記突起の少なくとも幾つかが２個以上の粒子で形成されるように、前記粒子を
提供する、態様７３～７８のいずれか一項に記載の方法。
８０．　前記突起が、第１の熱可塑性ポリマーのベース粒子と第２の熱可塑性ポリマーの
第２の付着粒子で形成され、前記第１の熱可塑性ポリマーの方が前記第２の熱可塑性ポリ
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法。
８１．　身体側ライナーと、少なくとも一部不織布で形成された外面とを備える使い捨て
おむつ（１０）であって、少なくとも１つの側部に態様１～４３のいずれか一項に記載の
雄メカニカルファスナが提供されているおむつ。
８２．　前記外面の不織布は、ファスナ４３が前記外面に少なくとも４．９Ｎの剪断力を
提供するようなサイズのファスナ４３と係合可能な低嵩高の布帛である、態様８１に記載
の使い捨ておむつ（１０）。
８３．　前記メカニカルファスナは、前記メカニカルファスナが前記外面に少なくとも９
．８Ｎの剪断力を提供するようなサイズの前記おむつ外面を形成する前記低嵩高の不織布
と係合可能である、態様８２に記載の使い捨ておむつ。
８４．　前記おむつ外面を形成する前記低嵩高の不織布と係合可能な前記メカニカルファ
スナが、前記外面に少なくとも２．５Ｎ／ｃｍ2の剪断強度を提供する、態様８２～８３
のいずれか一項に記載の使い捨ておむつ。
８５．　前記おむつ外面を形成する前記低嵩高の不織布と係合可能な前記メカニカルファ
スナが、前記外面に少なくとも３．５Ｎの剪断強度を提供する、態様８４に記載の使い捨
ておむつ。
【図面の簡単な説明】
【０１２３】
【図１ａ】本発明のファスナを製造する装置の概略側面図である。
【図１ｂ】予備形成突起の側面図を含む、図１ａの「１ｂ」で示される部分の拡大図であ
る。
【図２】ファスナの上面図である。
【図３ａ】係合突起の斜視図である。
【図３ｂ】図３ａの係合突起の上面図である。
【図３ｃ】図３ａの係合突起の側面図である。
【図４ａ】係合突起、「結合した突起」の斜視図である。
【図４ｂ】図４ａの係合突起の上面図である。
【図４ｃ】図４ａの係合突起の側面図である。
【図５ａ】多層係合突起の斜視図である。
【図５ｂ】図５ａの係合突起の上面図である。
【図５ｃ】図５ａの係合突起の側面図である。
【図６】ファスナの写真、上面図である。
【図７】ファスナの写真、斜視図である。
【図８】ベビー用おむつの斜視図である。
【図９】包装テープの斜視図である。
【図１０ａ】本発明のファスナを製造する装置の概略側面図である。
【図１０ｂ】予備形成突起の側面図を含む、図１０ａの「１０ｂ」で示される部分の拡大
図である。
【図１１】本発明のファスナを製造する代替の装置の概略側面断面図である。
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